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第11章 環境保全のための措置 

予測・評価に際して講ずることとした環境の保全のための措置は、表 11-1(1)～(9)に示すとおり

である。これらの環境保全措置を講じることにより、本事業の実施によって環境への影響が事業者

の実行可能な範囲で、できる限り回避され、低減されると考えられる。 

 

表 11-1 (1) 予測・評価に際して講ずることとした環境の保全のための措置 

影響

要素 
環境影響要因 予測項目 保全措置の内容 

大
気
質 

工事 

建設機械の

稼動 
二酸化窒素 
粉じん 

（低減措置） 
・ 事業実施区域の周囲に仮囲い（高さ 3.0m）を設置し、

周辺への粉じん等の大気汚染の影響を低減する。 
・ 粉じんが発生するおそれがある場合は、適宜、場内

散水を行い粉じん飛散対策に努める。 
・ 導入可能なものについては、排ガス対策型建設機械

を使用する。 
・ 建設機械の稼働台数の低減を図るとともに、建設機

械の集中稼働を避けるなど効率的な稼働を図り、大

気汚染物質排出量の低減に努める。 

東部環境セ

ンターの解

体撤去 

二酸化窒素 
浮粒子状物

質 

（低減措置） 
・ 東部環境センターの解体撤去にあたっては、ダイオ

キシン類の汚染状況を事前に把握し、適切な飛散防
止対策を講じることにより、作業従事者の安全及び
周辺環境大気中への飛散を防止する。 

・ ダイオキシン類の汚染の危険がある設備については、解
体前、解体中、解体後等の各段階において調査を行う。 

・ 管理区域の設定にあたっては、「廃棄物焼却施設内作
業におけるダイオキシン類暴露防止対策要綱」（平成
13 年 4 月 25 日 基発第 401 号の 2）に基づき、作
業場所を第 1 管理区域から第 3 管理区域までに区分
し、各管理区域において作業方法を決定する。 

・ 管理区域の決定後、同要綱に基づき、各管理区域（第
1～3 管理区域）に応じた解体方法及び飛散防止対策、
作業従事者の保護具等を決定する。 

・ 工事時の仮囲い（高さ 3.0ｍ）の設置により、周辺へ
の土壌の飛散を低減する。東部環境センターは、現
況において土壌の環境基準を上回るダイオキシン類
は検出されていないが、既存建物があるエリアは解
体に併せ土壌調査を行う。 

・ 工事用車両は、敷地内で車輪・車体に付着した土砂
を洗浄し、退出することにより、土壌の外部への飛
散防止対策を行う。 

工事用車両

の走行 

二酸化窒素 
浮遊粒子状

物質 

（低減措置） 
・ 法定速度での走行やアイドリングストップなど適切

な運転指導を徹底する。 
・ 可能な限り、低排出ガス規制適合車を使用する。 
・ 効率的な車両の運行管理により、車両走行の集中化

を避ける。 
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表 11-1 (2)  予測・評価に際して講ずることとした環境の保全のための措置 

影響

要素 
環境影響要因 予測項目 保全措置の内容 

大
気
質 

存在・

供用 

施設の稼動 

二酸化窒素 

二酸化硫黄 

浮遊粒子状

物質 

塩化水素 

ダイオキシ

ン類 

水銀 

（低減措置） 

・ 煙突から排出される大気汚染物質は、「大気汚染防止

法」等の関係法令で定める規制値よりも厳しい自主基

準を定め、規制値を満足するよう設備・機器の選定、

運転管理及び監視を行うことで遵守する。 

 

関係車両の

走行 

二酸化窒素 

浮遊粒子状

物質 

（低減措置） 

・ 法定速度での走行やアイドリングストップなど適切

な運転指導を徹底する。 

騒
音
・
低
周
波
音 

工事 

建設機械の

稼動 

一般環境騒

音 

（低減措置） 

・ 事業実施区域の周囲に仮囲い（高さ 3.0m）を設置し、

周辺への騒音の影響を低減する。 

・ 主要な建設機械については国指定の低騒音・低振動型

を使用する。 

・ 建設機械の稼働台数の低減を図るとともに、建設機械

の集中稼働を避けるなど効率的な稼働を図り、騒音の

低減に努める。 

工事用車両

の走行 

自動車交通

騒音 

（低減措置） 

・ 法定速度での走行やアイドリングストップなど適切

な運転指導を徹底する。 

・ 効率的な車両の運行管理により、車両走行の集中を避

ける。 

存在・

供用 

施設の稼動 
一般環境騒

音 

（低減措置） 

・ 大きな騒音の発生が想定される設備機器等には、防音

カバー等による発生源対策や防音対策を施した部屋

に設置するなどの伝ぱ対策を施す。 

施設の稼動 低周波音 

（低減措置） 

・ 低周波音の発生が想定される設備機器等には、防振架

台の設置等による対策を施す。 

関係車両の

走行 

自動車交通

騒音 

（低減措置） 

・ 効率的な車両の運行管理により車両走行の集中を避

ける。 

・ 法定速度での走行やアイドリングストップなど適切

な運転指導を徹底する。 

・ 搬入・搬出時間は原則昼間とし、夜間の騒音増加を低

減する。 



11-3 

 

表 11-1 (3)  予測・評価に際して講ずることとした環境の保全のための措置 

影響

要素 
環境影響要因 予測項目 保全措置の内容 

振
動 

工事 

建設機械の

稼動 

一般環境振

動 

（低減措置） 

・ 主要な建設機械については国指定の低騒音・低振動型

を使用する。 

・ 建設機械の稼働台数の低減を図るとともに、建設機械

の集中稼働を避けるなど効率的な稼働を図り、振動の

低減に努める。 

工事用車両

の走行 

自動車交通

振動 

（低減措置） 

・ 法定速度での走行や過積載の防止など適切な運転指

導を徹底する。 

・ 効率的な車両の運行管理により、車両走行の集中化を

避ける。 

存在・

供用 

施設の稼動 
一般環境振

動 

（低減措置） 

・ 大きな振動の発生が想定される設備機器等には、防振

架台に設置等による発生源対策を施す。 

関係車両の

走行 

自動車交通

振動 

（低減措置） 

・ 効率的な車両の運行管理により車両走行の集中を避

ける。 

・ 法定速度での走行や過積載の防止など適切な運転指

導を徹底する。 

・ 搬入・搬出時間は原則昼間とし、夜間の振動増加を低

減する。 

悪
臭 

存在・

供用 

施設の稼動

（施設の煙

突からの排

出ガス） 

臭気指数 

地上気象 

（低減措置） 

・ ごみから発生する臭気は、高温で分解し、施設の煙突

からの排出ガスによる悪臭の影響を最小限にする。 

施設の稼動

（施設から

の臭気の漏

洩） 

臭気指数 

地上気象 

（低減措置） 

・ 臭気の発生源であるごみピットから燃焼用空気を吸

引することでごみピットを負圧化し、臭気の漏洩を防

止する。 

・ プラットホームの出入口にはエアカーテンを設置し、

プラットホームからの臭気の漏洩を防止する。 

・ 全炉停止時は脱臭装置によってごみピットを負圧に

保ち、臭気の漏洩を防止する。 
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表 11-1 (4)  予測・評価に際して講ずることとした環境の保全のための措置 

影響

要素 
環境影響要因 予測項目 保全措置の内容 

水
質 

工事 工事の施行 

生物化学的

酸素要求量 

浮遊物質量 

水素イオン

濃度 

健康項目 

ダイオキシ

ン類 

窒素及び燐 

（低減措置） 

・ 工事中の排水は、仮設沈砂地で沈砂後に放流すること

により、濁水の発生低減に努める。 

・ 解体撤去工事等における仮設排水処理設備の設置。 

 

存在・

供用 
施設の稼動 

生物化学的

酸素要求量 

浮遊物質量 

水温 

水素イオン

濃度 

健康項目 

ダイオキシ

ン類 

窒素及び燐 

（低減措置） 

・ 生活排水、その他排水の高度処理による汚濁負荷の低

減 

水
象 

工事 

工事の施行

（地下水の

水位） 

地下水の水

位 

（低減措置） 

・ 地下水涵養への影響を考慮し、土地の改変は最小限と

し、造成面の早期の緑化を行う。 

工事の施行

（河川の流

量等） 

河川等の流

量 

（低減措置） 

・ 土地利用の用途を変更せず、流出係数に改変を加えな

いようにする。 

・ 雨水の地下浸透の促進や雨水流出抑制機能を持つ仮

設沈砂槽池の設置により、雨水の流出を調整すること

で、下流河川の流量を調整する。 

 

存在・

供用 
施設の存在 

地下水の水

位 

（低減措置） 

・ 地下水涵養への影響を考慮し、土地の改変は最小限と

し、造成面の早期の緑化を行う。 
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表 11-1 (5)  予測・評価に際して講ずることとした環境の保全のための措置 

影響

要素 
環境影響要因 予測項目 保全措置の内容 

土
壌 

工事 工事の施行 

土壌の汚染

に係る環境

基準に定め

る項目 
ダイオキシ

ン類 

（低減措置） 

・ 工事時の仮囲い（高さ 3.0ｍ）の設置により、周辺へ

の土壌の飛散を低減する。 

・ 工事用車両は、敷地内で車輪・車体に付着した土砂を

洗浄し、退出することにより、土壌の外部への飛散防

止対策を行う。 

存在・

供用 
施設の稼動 

ダイオキシ
ン類 

（低減措置） 

・ 焼却温度を850℃以上で2秒以上滞留させることによ

りダイオキシン類の発生を抑制する。また、急冷によ

りダイオキシン類の 2 次生成を防止する。 

・ ろ過集塵機により排ガスのろ過を行うことにより、ダ

イオキシン類付着粒子の排出を低減する。 

動
物 

工事、

存在・

供用 

工事の施行

及び施設の

存在・稼動 

保全すべき
種の生息地
の改変の程
度 

（低減措置） 

・ 事業実施区域内における動物の生息に配慮するため

「さいたま市公共施設緑化マニュアル」等に準拠した

緑地を整備する。 

騒音による
動物の影響 

（低減措置） 

・ 事業実施区域の周囲に仮囲い（高さ 3.0m）を設置し、

周辺への騒音の影響を低減する。 

・ 主要な建設機械については国指定の低騒音・低振動型

を使用する。 

・ 建設機械の稼働台数の低減を図るとともに、建設機械

の集中稼働を避けるなど効率的な稼働を図り、騒音の

低減に努める。 

・ 大きな騒音の発生が想定される設備機器等には、防音

カバー等による発生源対策や防音対策を施した部屋

に設置するなどの伝ぱ対策を施す。 

・ 低周波音の発生が想定される設備機器等には、防振架

台の設置等による対策を施す。 
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表 11-1 (6)  予測・評価に際して講ずることとした環境の保全のための措置 

影響

要素 
環境影響要因 予測項目 保全措置の内容 

動
物 

工事 工事の施行 
水質・水量変化による

水生生物への影響 

（低減措置） 

・ 仮設沈砂池の設置。 

・ 解体撤去工事等における仮設排水処理設備

の設置。 

・ 土地利用の用途を変更せず、流出係数に改変

を加えないようにする。 

・ 雨水の地下浸透の促進や雨水流出抑制施設

の設置により、雨水の流出を調整すること

で、下流河川の流量を調整する。 

・ 地下水涵養への影響を考慮し、土地の改変は

最小限とし、造成面の早期緑化を行う。 

植
物 

工事、

存在・

供用 

工事の施行

及び施設の

存在・稼動 

保全すべき種の生息地

の改変の程度及びその

他の生息環境への影響 
植生の改変の内容及び

程度並びに保全すべき

群落の生育地の改変の

程度及びその他の生育

環境への影響 
緑の量の変化 

（低減措置） 

・ 「さいたま市公共施設緑化マニュアル」及び

「さいたま市緑化指導基準マニュアル」を遵

守し、25%以上の緑化率を実現する。 

生
態
系 

工事、

存在・

供用 

工事の施行

及び施設の

存在・稼動 

生態系基盤条件 
着目種と関係種と
の関係 

（低減措置） 
・ 工事中の排水は、仮設沈砂池で沈砂後に放流

することにより、濁水の発生低減に努める。 
・ 施設の稼動に伴う騒音の発生の低減に努め、

生息環境の保全を図る。 
・ 植栽には、可能な限り在来種を用いる。 

景
観 

存在・

供用 
施設の存在 眺望景観 

（低減措置） 
・ 色彩は、アースカラーを基調とする。 
・ 緑地で周囲を囲むことで、周辺と調和した景

観を形成する。 

自
然
と
の
ふ
れ
あ
い
の
場 

工事 工事の施行 
自然とのふれあい
の場の利用環境の
変化 

（低減措置） 
・ 法定速度での走行や過積載及び落下物の防

止など適切な運転指導を徹底する。 
・ 効率的な車両の運行管理により、車両走行の

集中を避ける。 

存在・

供用 

施 設 の 存

在・供用 

自然とのふれあい
の場の利用環境の
変化 

（低減措置） 

・ 法定速度での走行や過積載及び落下物の防

止など適切な運転指導を徹底する。 

・ 効率的な車両の運行管理により、車両走行の

集中を避ける。 
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表 11-1 (7)  予測・評価に際して講ずることとした環境の保全のための措置 

影響

要素 
環境影響要因 予測項目 保全措置の内容 

日
照
阻
害 

存在・

供用 
施設の存在 

日陰となる
時刻、時間
数 
日陰による
住宅への影
響 

（回避措置） 

・ 建物高さが最も高い工場棟を住宅地から最も遠い事

業実施区域内の南西側に配置する。 

電
波
障
害 

存在・

供用 
施設の存在 

電波障害の
範囲・遮蔽
障害 

（低減措置） 

・ 電波障害が起きた場合でかつ事業範囲内の工事が必

要になった場合、必要な協力や工事を行う。 

廃
棄
物 

工事 工事施行 
廃棄物 
残土 

（低減措置） 

・ 建設工事に係る廃棄物は、発生現場で可能な限り分別

を行い、建設リサイクル法に基づく対象品目について

は、同法に基づき可能な限りリサイクルを推進し、リ

サイクルができないものは適正に処分を行う。 

・ 残土については、場内の埋め戻し土として再利用する

ほか、場外の施設で 100％再資源化を行う。 

存在・

供用 
施設の稼動 

廃棄物 
雨水及び処
理水 

（低減措置） 

・ 施設の存在・供用に伴う廃棄物は、可能な限りリサイ

クルを推進し、リサイクルができないものは適正に処

分を行う。 

・ 雨水及び処理水については、場内での有効利用を図

り、再利用できないものは適正に処理し河川放流を行

う。 

温
室
効
果
ガ
ス 

存在・

供用 
施設の稼動 

温室効果ガ
スの種類ご
との排出量 
温室効果ガ
スの排出量
の削減の状
況 

（低減措置） 

・ 高効率ごみ発電施設では、ごみ処理により発生した熱

を利用して発電を行い、所内動力に使用する。余熱利

用設備を設け、施設外への熱供給を可能とする。 

・ 発電機による発電量が施設内で使用可能な電力量を

超えた場合は、余剰電力を電力会社へ売電することに

よって、二酸化炭素発生の抑制に寄与する。 

・ タービン定格における発電効率は、18.5%以上を確保

する。 

・ 過剰な構内照明の設置を避け、太陽光等の自然エネル

ギーの利用や LED 照明等の使用を原則とする。 

・ 「さいたま市公共施設緑化マニュアル」及び「さいた

ま市緑化指導基準マニュアル」を遵守し、25%以上の

緑化率を実現する。 
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表 11-1 (8)  予測・評価に際して講ずることとした環境の保全のための措置 

影響

要素 
環境影響要因 予測項目 保全措置の内容 

コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ 

工事 

工事の施行 

コミュニテ
ィ施設の有
する機能の
変化 

（低減措置） 

・ 粉じんが発生するおそれがある場合は、適宜、場内散

水を行い粉じん飛散対策に努める。 

・ 主要な建設機械については国指定の低騒音・低振動型

を使用する。 

・ 建設機械の稼動台数の低減を図るとともに、建設機械

の集中稼動を避けるなど効率的な稼動を図り、騒音の

低減に努める。 

・ 事業実施区域の周囲に仮囲い（高さ 3.0m）を設置し、

周辺への騒音の影響を低減する。 

工事用車両

の走行 

コミュニテ
ィ施設での
利用経路に
与える影響 

（低減措置） 

・ 効率的な車両の運行管理により、車両走行の集中を避

ける。 

・ 法定速度での走行やアイドリングストップなど適切

な運転指導を徹底する。 

存在・

供用 

施設の存在 

コミュニテ
ィ施設の有
する機能の
変化 

（低減措置） 

・ 大きな騒音の発生が想定される設備機器等には、防音

カバー等による発生源対策や防音対策を施した部屋

に設置するなどの伝ぱ対策を施す。 

・ 大きな振動の発生が想定される設備機器等には、防振

架台に設置等による発生源対策を施す。 

・ 臭気の発生源であるごみピットから燃焼用空気を吸

引することでごみピットを負圧化し、臭気の漏洩を防

止する。プラットホームの出入口にはエアカーテンを

設置し、プラットホームからの臭気の漏洩を防止す

る。全炉停止時は脱臭装置によってごみピットを負圧

に保ち、臭気の漏洩を防止する。 

・ ごみから発生する臭気は、高温で分解し、施設の煙突

からの排出ガスによる悪臭の影響を最小限にする。 

関係車両の

走行 

コミュニテ
ィ施設まで
の利用経路
に与える影
響 

（低減措置） 

・ 効率的な車両の運行管理により、車両走行の集中を避

ける。 

・ 法定速度での走行やアイドリングストップなど適切

な運転指導を徹底する。 
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表 11-1 (9)  予測・評価に際して講ずることとした環境の保全のための措置 

影響

要素 
環境影響要因 予測項目 保全措置の内容 

地
域
交
通 

工事 工事の施行 

自動車交通
（交通量・
交通流） 
交通安全 
バス走行時
間 

（低減措置） 

・ 法定速度での走行やアイドリングストップなど適切

な運転指導を徹底する。 

・ 必要に応じた交通誘導員の配置 

・ 混雑時間帯を可能な限り避けた車両運行計画の立案 

存在・

供用 

施 設 の 存

在・供用 

自動車交通
（交通量・
交通流） 
交通安全 
バス走行時
間 

（低減措置） 

・ 法定速度での走行やアイドリングストップなど適切

な運転指導を徹底する。 

・ 混雑時間帯を可能な限り避けた車両運行計画の立案 

・ 地域住民が利用する通学路や自然とのふれあいの場

付近など、人が集まる施設を示した位置図等を配布す

るなど、安全に関する情報の共有を図る。 

安
全 

存在・

供用 

施 設 の 存

在・供用 

危険物の火

災及び 
爆発に対す

る安全 
性の確保の
程度 
危険物の漏

洩及び 
拡散に対す

る安全 
性の確保の
程度 

（回避措置） 

・ 危険物の種類に応じた適切な保管・管理方法の採用 

・ 信頼性の高い処理方式採用 

・ 危険物等が漏洩しない設備構造の採用 

・ 危険物等が漏洩・拡散しない運転管理の実施 
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第12章 都市計画対象事業の実施による影響の総合的な評価 

本事業に係る環境影響評価の結果は、表 12-1～表 12-43 に示すとおりであり、環境に対して負

荷を生ずる可能性のある、大気質、騒音・低周波音、振動、悪臭、水質、水象、土壌、動物、生

態系、景観、自然とのふれあいの場、日照阻害、電波障害、廃棄物等、温室効果ガス等、コミュ

ニティ、地域交通、安全については、環境保全措置を講ずること等により、その環境影響は十分

に回避・低減されているものと評価された。植物については、移植による代償措置を講ずること

により、保全すべき植物種の個体の保全が図ることができるものと評価された。 

本事業の実施にあたっては、各種の環境保全措置を確実に履行するとともに、最新の技術・工

法等を積極的に採用し、環境負荷の低減に努める。さらに、事後調査計画に基づく事後調査によ

り、環境保全をより確実なものとしていく。工事中及び供用後において、事前に予測し得なかっ

た環境問題が生じた場合、又は、予測等に用いた計画諸元の変更により、環境負荷の増加が明ら

かな場合には、速やかに調査等を行い、関係機関と協議の上、専門家の指導及び助言を踏まえて、

適切な措置を講じていく。また、今後、環境影響評価を行う過程で、項目及び手法の選定等に関

する事項に新たな事象が生じた際には、さいたま市と協議の上で適切な対応を実施する。 

以上のことから、本事業の実施による環境への負荷をできる限り回避・低減し、環境の保全に

ついての配慮を適正に行っているものと評価する。 
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表 12-1  評価結果等の一覧 

項
目 

予測結果 評価結果 
他の項目へ
の間接影響
の有無 

環境保全措置 

環境保
全措置
による
他の項
目への
影響の
有無 

大
気
質 

【建設機械の稼動に伴
う大気質への影響】 
二酸化窒素の最大着

地濃度出現地点におけ
る濃度は、期間①が
0.0164ppm、期間②が
0.0086ppm と予測され
た。バックグラウンド
に対する寄与率は、期
間①が 53.95%、期間②
が 38.05%であった。 
粉じんの量の最大値

は、期間①が冬季の南
側敷地境界の 4.8t/km2/
月であり、期間②が夏
季の北側敷地境界にお
ける 6.8t/km2/月であっ
た。 
 

（回避・低減の観点） 
事業計画では、仮囲い

の設置や場内散水によ
って粉じん飛散対策に
努める。建設機械は、導
入可能な範囲で排ガス
対策型建設機械を使用
するとともに、集中稼働
を避ける等効率的な稼
働を図り、大気汚染物質
排出量の低減に努める。 
したがって、建設機械

の稼働に伴う大気質へ
の影響は、事業者の実行
可能な範囲内でできる
限り低減されているも
のと考える。 
 
（基準・目標との整合の
観点） 
二酸化窒素の最大着

地濃度出現地点におけ
る日平均値の 98%値は、
期間①が 0.049ppm、期
間②が 0.039ppm であ
り、いずれも評価指標値
を満足した。粉じんの量
の最大値は、期間①が冬
季の南側 敷地境界 の
4.8t/km2/月であり、期間
②が夏季の北側敷地境
界における 6.8t/km2/月
であり、いずれも評価指
標値を満足した。 
以上のことから、建設

機械の稼働に伴う大気
質への影響の予測結果
は、整合を図るべき基
準、目標との整合が図ら
れているものと考える。 

無 （低減措置） 
・ 事業実施区域の

周囲に仮囲い（高
さ 3.0m）を設置
し、周辺への粉じ
ん等の大気汚染
の影響を低減す
る。 

・ 粉じんが発生す
るおそれがある
場合は、適宜、場
内散水を行い粉
じん飛散対策に
努める。 

・ 導入可能なもの
については、排ガ
ス対策型建設機
械を使用する。 

・ 建設機械の稼働
台数の低減を図
るとともに、建設
機械の集中稼働
を避けるなど効
率的な稼働を図
り、大気汚染物質
排出量の低減に
努める。 

無 
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表 12-2  評価結果等の一覧 

項
目 

予測結果 評価結果 
他の項目へ
の間接影響
の有無 

環境保全措置 

環境保
全措置
による
他の項
目への
影響の
有無 

大
気
質 

【東部環境セン
ターの解体撤去】 
工事計画では、

類似施設の解体
時における大気
中のダイオキシ
ン類の排出抑制
において、実績を
有する手法と同
様の環境保全措
置を実施する。ま
た、東部環境セン
ター内の土壌は、
環境基準を上回
るダイオキシン
類は含まれてお
らず、既存建物が
あるエリアは解
体に併せ土壌調
査を行う。さら
に、工事時の仮囲
いの設置や工事
用車両の洗浄等
によって敷地内
で付着した土壌
の外部への飛散
防止対策を行う。 
したがって、東

部環境センター
の解体撤去に伴
う大気質への影
響は、軽微である
と予測する。 

（回避・低減の観
点） 
工事計画では、

類似施設の解体
時における大気
中のダイオキシ
ン類の排出抑制
において、実績を
有する手法と同
様の環境保全措
置を実施する。ま
た、東部環境セン
ター内の土壌は、
環境基準を上回
るダイオキシン
類は含まれてお
らず、既存建物が
あるエリアは解
体に併せ土壌調
査を行う。さら
に、工事時の仮囲
いの設置や工事
用車両の洗浄等
によって敷地内
で付着した土壌
の外部への飛散
防止対策を行う。 
したがって、東

部環境センター
の解体撤去に伴
う大気質への影
響は、事業者の実
行可能な範囲内
でできる限り低
減されているも
のと考える。 
 

無 （低減措置） 
・ 東部環境センターの解体撤去

にあたっては、ダイオキシン類
の汚染状況を事前に把握し、適
切な飛散防止対策を講じるこ
とにより、作業従事者の安全及
び周辺環境大気中への飛散を
防止する。 

・ ダイオキシン類の汚染の危険
がある設備については、解体
前、解体中、解体後等の各段階
において調査を行う。 

・ 管理区域の設定にあたって
は、「廃棄物焼却施設内作業に
おけるダイオキシン類暴露防
止対策要綱」（平成 13 年 4 月
25 日 基発第 401 号の 2）に
基づき、作業場所を第 1 管理
区域から第 3 管理区域までに
区分し、各管理区域において
作業方法を決定する。 

・ 管理区域の決定後、同要綱に
基づき、各管理区域（第 1～3
管理区域）に応じた解体方法
及び飛散防止対策、作業従事
者の保護具等を決定する。 

・ 工事時の仮囲い（高さ 3.0ｍ）
の設置により、周辺への土壌
の飛散を低減する。東部環境
センターは、現況において土
壌の環境基準を上回るダイオ
キシン類は検出されていない
が、既存建物があるエリアは
解体に併せ土壌調査を行う。 

・ 工事用車両は、敷地内で車
輪・車体に付着した土砂を洗
浄し、退出することにより、
土壌の外部への飛散防止対策
を行う。 

無 
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表 12-3  評価結果等の一覧 

項
目 

予測結果 評価結果 
他の項目へ
の間接影響
の有無 

環境保全措置 

環境保
全措置
による
他の項
目への
影響の
有無 

大
気
質 

【工事用車両の走行に伴う
大気質への影響】 
二酸化窒素の最大濃度

（寄与率）は、期間①が
St.11 膝子東側住宅付近・北
側の 0.01456ppm（0.07%）、
期 間 ② も 同 地 点 の 
0.014554ppm（0.03%）と
予測された。 
浮遊粒子状物質の最大濃

度（寄与率）は、St.11 膝子
東 側 住 宅 付 近 ・ 北 側
0 . 0 1 8 0 5 1 m g / m 3 

（0.006%）、期間②も同地
点の 0.018051mg/m3

（0.006%）と予測された。 
 

 

（回避・低減の観点） 
事業計画では、法定

速度での走行やアイド
リングストップなど適
切な運転指導、可能な
限り低排出ガス規制適
合車を使用するととも
に、集中化を避ける等
効率的な車両の運行管
理を図り、大気汚染物
質排出量の低減に努め
る。 
したがって、工事用

車両の走行に伴う大気
質への影響は、事業者
の実行可能な範囲内で
できる限り低減されて
いるものと考える。 
 
（基準・目標との整合
の観点） 
二酸化窒素の日平均

値の 98%値は、期間
① ・ 期 間 ② と も に
0.029ppm であった。浮
遊粒子状物質の 2%除
外値は、期間①・期間
② と も に 0 . 0 4 5 
mg/m3であった。いず
れも、評価指標値を満
足した。 
以上のことから、工事
用車両の走行に伴う大
気質への影響の予測結
果は、整合を図るべき
基準、目標との整合が
図られているものと考
える。 

無 （低減措置） 
・ 法定速度で

の走行やア
イドリング
ストップな
ど適切な運
転指導を徹
底する。 

・ 可能な限り、
低排出ガス
規制適合車
を使用する。 

・ 効率的な車
両の運行管
理により、車
両走行の集
中化を避け
る。 

 

無 
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表 12-4  評価結果等の一覧 

項
目 

予測結果 評価結果 

他の項
目への
間接影
響の有
無 

環境保全措置 

環境保
全措置
による
他の項
目への
影響の
有無 

大
気
質 

【施設の稼動に伴う大気質への影響】 
1.長期平均濃度 
最大着地濃度出現地点における寄与

濃度は、二酸化窒素が 0.000177ppm、 
浮遊粒子状物質が 0.000059mg/m3、 
二酸化硫黄が 0.000118ppm、ダイオキ
シン類が 0.000059pg-TEQ/m3、塩化水
素が 0.000177ppm、水銀が
0.000177μg/m3となり、寄与率は最大
で 15.0%（塩化水素）となると予測さ
れた。 
 
2.短期平均濃度 
(1)大気安定度不安定時 
最大着地濃度出現地点における寄与

濃度は、二酸化窒素が 0.0024ppm、浮
遊粒子状物質が 0.0008mg/m3、二酸化
硫黄が 0.0016ppm、ダイオキシン類が
0 . 0 0 0 8 p g - T E Q / m 3、塩化水素が 
0.0024ppm、水銀が 0.0024μg/m3とな
り、寄与率は最大で 70.6%となると予
測された。 
(2)上層逆転層発生時 
 最大着地濃度出現地点における寄与
濃度は、二酸化窒素が 0.0047ppm、浮
遊粒子状物質が 0.0016mg/m3、二酸化
硫黄が 0.0032ppm、ダイオキシン類が
0 . 0 0 1 6 p g - T E Q / m 3、塩化水素が 
0.0048ppm、水銀が 0.0048μg/m3とな
り、寄与率は最大で 82.8%となると予
測された。 
(3)接地逆転層崩壊時 
 最大着地濃度出現地点における寄与
濃度は、二酸化窒素が 0.0077ppm、浮
遊粒子状物質が 0.0027mg/m3、二酸化
硫黄が 0.0054ppm、ダイオキシン類が
0 . 0 0 2 7 p g - T E Q / m 3、塩化水素が 
0.0082ppm、水銀が 0.0082μg/m3とな
り、寄与率は最大で 89.1%となると予
測された。 
(4)ダウンウォッシュ・ダウンドラフト
発生時 
最大着地濃度出現地点における寄与

濃度は、二酸化窒素が 0.0017ppm、浮
遊粒子状物質が 0.0006mg/m3、二酸化
硫黄が 0.0011ppm、ダイオキシン類が
0 . 0 0 0 6 p g - T E Q / m 3、塩化水素が 
0.0017ppm、水銀が 0.0017μg/m3とな
り、寄与率は最大で 63.0%となると予
測された。 

(回避・低減の観点) 
事業計画では、

関係法令で定める
規制値よりも厳し
い自主基準を定
め、これを遵守す
るよう適切な設
備・機器の選定、
運転管理及び監視
を行うよう努め
る。 
したがって、施

設の稼働に伴う大
気質への影響は、
事業者の実行可能
な範囲内でできる
限り低減されてい
るものと考える。 
 
(基準・目標との整
合の観点) 
 最大着地濃度出
現地点における年
平均値及び日平均
値の年間 98% 値
（又は 2%除外値）
は 、 0.00112 ～
0.04206ppm であ
り、いずれも評価
指標値を満足して
いる。  
 短期濃度（1 時間
値）で最も高濃度
となった接地逆転
層崩壊時の評価結
果 は 0.0064 ～
0.0447ppm に示す
とおりであり、最
大着地濃度出現地
点における値は、
いずれも評価指標
値を満足してい
る。 
 

無 （低減措置） 
・ 煙突から排

出される大
気汚染物質
は、「大気汚
染防止法」
等の関係法
令で定める
規制値より
も厳しい自
主基準を定
め、規制値
を満足する
よう設備・
機 器 の 選
定、運転管
理及び監視
を行うこと
で 遵 守 す
る。 

 

無 
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表 12-5 評価結果等の一覧 

項
目 

予測結果 評価結果 
他の項目へ
の間接影響
の有無 

環境保全措置 

環境保
全措置
による
他の項
目への
影響の
有無 

大
気
質 

【関係車両の走行に伴う
大気質への影響】 
 二酸化窒素の最大濃度
（寄与率）は、St.11 膝
子東側住宅付近・北側の
0.01443ppm（0.20%）と
予測された。 
浮遊粒子状物質の最大

濃度（寄与率）は、St.11 
膝子東側住宅付近・北側
の 0.01803mg/m3

（0.02%）と予測された。 
 

（回避・低減の観点） 
 事業計画では、法定速
度での走行やアイドリン
グストップなど適切な運
転指導をすることで、大
気汚染物質排出量の低減
に努める。 
したがって、関係車両

の走行に伴う大気質への
影響は、事業者の実行可
能な範囲内でできる限り
低減されているものと考
える。 
 
（基準・目標との整合の
観点） 
二酸化窒素の日平均値

の 98%値は、いずれも
0.029ppm であり、評価
指標値を満足している。
浮遊粒子状物質の 2%除
外 値 は 、 い ず れ も
0.045mg/m3ppmであり、
評価指標値を満足してい
る。 
以上のことから、関係

車両の走行に伴う大気質
への影響の予測結果は、
整合を図るべき基準、目
標との整合が図られてい
るものと考える。 

無 （低減措置） 
・ 法定速度で

の走行やア
イドリング
ストップな
ど適切な運
転指導を徹
底する。 

 

無 
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表 12-6  評価結果等の一覧 

項
目 

予測結果 評価結果 
他の項目へ
の間接影響
の有無 

環境保全措置 

環境保
全措置
による
他の項
目への
影響の
有無 

騒
音
・
低
周
波
音 

【建設機械の稼動に伴
う騒音への影響】 
期間①において、騒

音レベルが最大となる
敷地境界上の地点は事
業実施区域の敷地境界
東側であり、騒音レベ
ルは 80dB(A)と予測さ
れた。また、近隣住居
等を考慮した予測地点
の騒音レベルは、67～
68dB(A) と 予 測 さ れ
た。 
期間②において、騒

音レベルが最大となる
敷地境界上の地点は事
業実施区域の敷地境界
東側であり、騒音レベ
ルは 77dB(A)と予測さ
れた。また、近隣住居
等を考慮した予測地点
の騒音レベルは、63～
65dB(A) と 予 測 さ れ
た。 

（回避・低減の観点） 
工事にあたっては、仮

囲いを設置するなど騒
音の低減に努める。ま
た、主要な建設機械を国
指定の低騒音・低振動型
を使用するとともに、集
中稼働を避ける等効率
的な稼働を図り、騒音の
低減に努める。 
したがって、建設機械

の稼働に伴う騒音への
影響は、事業者の実行可
能な範囲内でできる限
り低減されているもの
と考える。 
 
（基準・目標との整合の
観点） 
 期間①の敷地境界東
側で出現した騒音レベ
ル最大値は 80dB(A)、期
間②の敷地境界東側で
出現した騒音レベル最
大値は 77dB(A)であり、
いずれも評価指標値を
満足した。 
以上のことから、建設

機械の稼働に伴う騒音
への影響の予測結果は、
整合を図るべき基準、目
標との整合が図られて
いるものと考える。 

無 （低減措置） 
・ 事業実施区域の

周囲に仮囲い
（高さ 3.0m）を
設置し、周辺へ
の騒音の影響を
低減する。 

・ 主要な建設機械
については国指
定の低騒音・低
振動型を使用す
る。 

・ 建設機械の稼働
台数の低減を図
るとともに、建
設機械の集中稼
働を避けるなど
効率的な稼働を
図り、騒音の低
減に努める。 

 

無 
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表 12-7  評価結果等の一覧 

項
目 

予測結果 評価結果 
他の項目へ
の間接影響
の有無 

環境保全措置 

環境保
全措置
による
他の項
目への
影響の
有無 

騒
音
・
低
周
波
音 

【工事用車両の走
行に伴う騒音の影
響】 
 期間①において、
道路端における自
動車交通騒音レベ
ルは、St.9 特別養
護老人ホーム恵の
里付近では昼間 64
～ 65dB(A)・夜間
55dB(A)、St.10 シ
ニアふれあいセン
ター東楽園付近で
は昼間 70dB(A)・
夜 間 61dB(A) 、
St.11膝子東側住宅
付 近 で は 、 昼 間
65dB(A) ・ 夜 間
59dB(A)と予測さ
れた。 
期間②において、

道路端における自
動車交通騒音レベ
ルは、St.9 特別養
護老人ホーム恵の
里 付 近 で は 昼 間
64dB(A) ・ 夜 間
55dB(A)、St.10 シ
ニアふれあいセン
ター東楽園付近で
は昼間 69dB(A)・
夜 間 61dB(A) 、
St.11膝子東側住宅
付 近 で は 、 昼 間
65dB(A) ・ 夜 間
59dB(A)と予測さ
れた。 

（回避・低減の観点） 
事業計画では、法定速度での走

行やアイドリングストップなど適
切な運転指導とともに、集中化を
避ける等効率的な車両の運行管理
を図り、車両走行騒音の低減に努
める。 
したがって、工事用車両の走行

に伴う騒音への影響は、事業者の
実行可能な範囲内でできる限り低
減されているものと考える。 
 
（基準・目標との整合の観点） 
期間①については、特別養護老

人ホーム恵の里付近（St.9）の騒
音レベルは評価指標値を満足した
が、シニアふれあいセンター東楽
園付近（St.10）及び膝子東側住宅
付近（St.11）は 59～70dB(A)であ
り、全ての時間区分で評価指標値
のうち環境基準を上回った。 
期間②についても、期間①と同

様にシニアふれあいセンター東楽
園付近（St.10）及び膝子東側住宅
付近（St.11）は 59～69dB(A)であ
り、全ての時間区分で評価指標値
のうち環境基準を上回った。 
しかしながら、全地点とも現況の
道路交通騒音と比較すると、昼間
は 1dB（A）未満～2dB（A）の増
加、夜間の増加は全て 1dB（A）
未満であり、工事用車両の走行に
よる影響はほとんどないといえ
る。また、前項で述べた環境保全
措置の実施により、周辺環境への
環境負荷を可能な限り低減するよ
う努めることとする。 
以上のことから、工事用車両の

走行に伴う騒音への影響の予測結
果は、整合を図るべき基準、目標
との整合が図られているものと考
える。 

無 （低減措置） 
・ 法定速度で

の走行やア
イドリング
ストップな
ど適切な運
転指導を徹
底する。 

・ 効率的な車
両の運行管
理により、
車両走行の
集中化を避
ける。 

 

無 
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表 12-8 評価結果等の一覧 

項
目 

予測結果 評価結果 
他の項目へ
の間接影響
の有無 

環境保全措置 

環境保
全措置
による
他の項
目への
影響の
有無 

騒
音
・
低
周
波
音 

【施設の稼動に伴
う騒音の影響】 
 施設の稼動に伴
う騒音のレベル（暗
騒音と施設稼働騒
音の合成値）は、
朝・昼間・夕の時間
区分については 49
～62dB(A)、夜間は
48～56 dB(A)であ
った。 
 予測地点におけ
る施設の稼動によ
る低周波音は、St.1
敷地境界 1 で
75dB、St.2 敷地境
界 2 で 78dB、St.3
大宮東高等学校南
側で 71dB、St.4 近
隣住宅付近で
75dB と予測され
た。 

（回避・低減の観点） 
騒音または低周波音の発生機

器は可能な限り屋内に設置する
とともに、大きな騒音の発生が
想定される設備機器等には機器
の防音対策や、防音対策を施し
た部屋に設置するなどの伝ぱ対
策防音対策を施すことにより、
騒音の低減に努める。 
したがって、施設の稼働に伴う

騒音及び低周波音への影響は、事
業者の実行可能な範囲内でできる
限り低減されているものと考え
る。 
（基準・目標との整合との観点） 
全ての施設が稼働する朝・昼間・

夕の時間区分については、施設の稼
働による騒音は 49～62dB(A)とす
べて評価指標値を上回った。しかし
ながら、暗騒音（現況の騒音レベル
調査結果）と比較すると、施設の稼
働による騒音の増加は全て1 dB(A)
未満であった。 
マテリアルリサイクル推進施設が

停止する夜間の時間区分について
も、施設の稼働による騒音は 48～
56dB(A)とすべて評価指標値を上回
るが、暗騒音レベル（現況の騒音レ
ベル調査結果）と比較すると、全て
1 dB(A)未満であった。 
朝・昼間・夕及び夜間ともに、

評価指標値を上回ったが、暗騒
音レベル（現況の騒音レベル調
査結果）と比較すると、施設の
稼働による騒音の増加は全て
1dB(A)未満であり、施設の稼働
による影響はほとんどないとい
える。また、前項で述べた環境
保全措置の実施により、周辺環
境への環境負荷を可能な限り低
減するよう努めることとする。 
以上のことから、施設の稼働

に伴う騒音への影響の予測結果
は、整合を図るべき基準、目標
との整合が図られているものと
考える。 
低周波音については、施設の

稼働に伴う低周波音の増加はな
く、整合を図るべき基準、目標
との整合が図られているものと
考える。 

無 （低減措置） 
・ 大きな騒音

の発生が想
定される設
備機器等に
は、防音カバ
ー等による
発生源対策
や防音対策
を施した部
屋に設置す
るなどの伝
ぱ対策を施
す。 

・ 低周波音の
発生が想定
される設備
機器等には、
防振架台の
設置等によ
る対策を施
す。 

 

無 
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表 12-9  評価結果等の一覧 

項
目 

予測結果 評価結果 
他の項目へ
の間接影響
の有無 

環境保全措置 

環境保
全措置
による
他の項
目への
影響の
有無 

騒
音
・
低
周
波
音 

【関係車両の走行
に伴う騒音の影響】 
 供用後の道路端
における自動車交
通騒音レベル（昼
間）は St.9 特別養
護老人ホーム恵の
里付近で 66dB(A)、
St.10 シニアふれ
あいセンター東楽
園で昼間 69dB(A)、
St.11膝子東側住宅
付近で 65dB(A) と
予測された。 
 
 
 

(回避・低減の観点) 
 関係車両の走行については、
適切な運転指導を徹底するとと
もに、効率的な車両運行によっ
て車両走行の集中を避ける。 
したがって、関係車両の走行

に伴う騒音への影響は、事業者
の実行可能な範囲内でできる限
り低減されているものと考え
る。 
 
（基準・目標との整合との観点） 
 特別養護老人ホーム恵の里付
近（St.9）及びシニアふれあいセ
ンター東楽園付近（St.10）の騒
音レベルの増加は 1 dB(A)未満
～3dB(A)であった。評価指標値
と比較した結果、St.9 及び St.10
において環境基準を上回った
が、要請限度は全て下回った。 
ま た 、 膝子 東 側 住宅 付 近

（St.11）については、関係車両
による増加は 1dB(A)未満であっ
たが、評価指標値である環境基
準をすべて上回った。 
全地点とも評価指標値を上回

ったが、現況の道路交通騒音と
比較すると、差は 1dB(A)未満～
3dB(A)であり、関係車両の走行
による影響はほとんどないとい
える。    
また、前項で述べた環境保全

措置の実施により、周辺環境へ
の環境負荷を可能な限り低減す
るよう努めることとする。 
以上のことから、関係車両の

走行に伴う騒音への影響の予測
結果は、整合を図るべき基準、
目標との整合が図られているも
のと考える。 

無 （低減措置） 
・ 効率的な車

両の運行管
理により車
両走行の集
中を避ける。 

・ 法定速度で
の走行やア
イドリング
ストップな
ど適切な運
転指導を徹
底する。 

・ 搬入・搬出時
間は原則昼
間とし、夜間
の騒音増加
を低減する。 

 

無 
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表 12-10  評価結果等の一覧 

項
目 

予測結果 評価結果 
他の項目へ
の間接影響
の有無 

環境保全措置 

環境保
全措置
による
他の項
目への
影響の
有無 

振
動 

【建設機械の稼動に伴
う振動の影響】 
 期間①において、振
動レベルが最大となる
敷地境界上の地点は、
事業実施区域敷地境界
東側であり、振動レベ
ルは 67dB と予測され
た。また、近隣住居等
を考慮した予測地点の
振動レベルは 42 ～
43dB と予測された。 
 期間②において、振
動レベルが最大となる
敷地境界上の地点は、
事業実施区域敷地境界
西側であり、振動レベ
ルは 54dB と予測され
た。また、近隣住居等
を考慮した予測地点の
振動レベルは 30dB 未
満～34dB と予測され
た。 

（回避・低減の観点） 
工事にあたっては、主

要な建設機械を国指定
の低騒音・低振動型を使
用するとともに、集中稼
働を避ける等効率的な
稼働を図り、振動の低減
に努める。 
したがって、建設機械

の稼働に伴う振動への
影響は、事業者の実行可
能な範囲内でできる限
り低減されているもの
と考える。 
 
（基準・目標との整合の
観点） 
 期間①の敷地境界北
側で出現した振動レベ
ル最大値は 67dB、期間
②の敷地境界西側で出
現した振動レベル最大
値は 54dB であり、いず
れも評価指標値を満足
した。 
以上のことから、建設

機械の稼働に伴う振動
への影響の予測結果は、
整合を図るべき基準、目
標との整合が図られて
いるものと考える。 

無 （低減措置） 
・ 主要な建設機械

については国指
定の低騒音・低
振動型を使用す
る。 

・ 建設機械の稼働
台数の低減を図
るとともに、建
設機械の集中稼
働を避けるなど
効率的な稼働を
図り、振動の低
減に努める。 

 

無 
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表 12-11  評価結果等の一覧 

項
目 

予測結果 評価結果 
他の項目へ
の間接影響
の有無 

環境保全措置 

環境保
全措置
による
他の項
目への
影響の
有無 

振
動 

【工事用車両の走
行に伴う振動の影
響】 
 期間①において、
道路端における供
用後の自動車交通
振動レベルは、St.9
特別養護老人ホー
ム恵の里付近では
昼間 48dB・夜間
45dB、St.10 シニ
アふれあいセンタ
ー東楽園付近では
昼間 42dB、夜間
37dB、St.11 膝子東
側住宅付近では夜
間 47～48dB（昼間
は工事用車両の走
行なし）と予測され
た。 
 期間②において、
道路端における供
用後の自動車交通
振動レベルは、St.9
特別養護老人ホー
ム恵の里付近では
昼間 46～47dB・夜
間 44dB、St.10 シ
ニアふれあいセン
ター東楽園付近で
は昼間 42dB、夜間
36dB、St.11 膝子東
側住宅付近では夜
間 46dB（昼間は工
事用車両の走行な
し）と予測された。 

（回避・低減の観点） 
 事業計画では、法定速度での
走行や過積載の防止など適切な
運転指導とともに、集中化を避
ける等効率的な車両の運行管理
を図り、車両走行振動の低減に
努める。 
したがって、工事用車両の走

行に伴う振動への影響は、事業
者の実行可能な範囲内でできる
限り低減されているものと考え
る。 
 
（基準・目標との整合の観点） 
 期間①の特別養護老人ホーム
恵の里付近（St.9）は、昼間及び
夜間ともに 4～5dB 増加したも
のの、人が振動を感じ始めるレ
ベルである 55dB は下回ってい
た。 
 シニアふれあいセンター東楽
園付近（St.10）及び膝子東側住
宅付近（St.11）の振動レベルは、
昼間及び夜間ともには 1～3dB
の増加であった。いずれの地点
も、工事中の道路交通振動は評
価指標値を満足した。 
 期間②については、特別養護老
人ホーム恵の里付近（St.9）は、昼
間及び夜間ともに 2～3dB 増加し
たものの、人が振動を感じ始める
レベルである 55dB は下回ってい
た。シニアふれあいセンター東楽
園付近（St.10）及び膝子東側住宅
付近（St.11）の振動レベルは、昼
間及び夜間ともには 1dB の増加で
あった。いずれの地点も、工事中
の道路交通振動は評価指標値を満
足した。 
以上のことから、工事用車両

の走行に伴う振動への影響の予
測結果は、整合を図るべき基準、
目標との整合が図られているも
のと考える。 

無 （低減措置） 
・ 法定速度で

の走行や過
積載の防止
など適切な
運転指導を
徹底する。 

・ 効率的な車
両の運行管
理により、
車両走行の
集中化を避
ける。 

 

無 
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表 12-12 評価結果等の一覧 

項
目 

予測結果 評価結果 
他の項目へ
の間接影響
の有無 

環境保全措置 

環境保
全措置
による
他の項
目への
影響の
有無 

振
動 

【施設の存在・供用に伴
う振動の影響】 
 施設の稼動に伴う振動
レベル（暗振動と施設稼
働振動の合成値）は、昼
間は 38～49dB、夜間は
33～41dBと予測された。 

（回避・低減の観点） 
 振動の発生機器は防振
架台に設置等による発生
源対策を施すとともに、
日常点検を確実に実施し
整備不良によるガタツキ
を防止することで、振動
の低減に努める。 
したがって、施設の稼

働に伴う振動への影響
は、事業者の実行可能な
範囲内でできる限り低減
されているものと考え
る。 
（基準・目標との整合の
観点） 
 全ての施設が稼働する
昼間及びマテリアルリサ
イクル推進施設が停止す
る夜間の時間区分いずれ
も施設の稼働による振動
は 33～49dB であり、全
て評価指標値を下回っ
た。 
暗振動レベルと比較す

ると、敷地境界 1 （St.1）
の昼間及び夜間、及び敷
地境界 2（St.2）の夜間に
おいて4dB増加したもの
の、人が振動を感じ始め
るレベルである 55dB は
下回っていた。 
以上のことから、施設

の稼働に伴う振動への影
響の予測結果は、整合を
図るべき基準、目標との
整合が図られているもの
と考える。 

無 （低減措置） 
・ 大きな振動

の発生が想
定される設
備機器等に
は、防振架台
に設置等に
よる発生源
対策を施す。 

 

無 
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表 12-13  評価結果等の一覧 

項
目 

予測結果 評価結果 
他の項目へ
の間接影響
の有無 

環境保全措置 

環境保
全措置
による
他の項
目への
影響の
有無 

振
動 

【関係車両の走行に伴う
振動の影響】 
 供用後の道路端におけ
る自動車交通振動レベル
（昼間）は、St.9 特別養
護老人ホーム恵の里付近
では 49dB、St.10 シニア
ふれあいセンター東楽園
付近では 42dB、St.11 膝
子 東 側 住 宅 付 近 で は
53dB と予測された。 

（回避・低減の観点） 
 関係車両の走行につい
ては、適切な運転指導を
徹底するとともに、効率
的な車両運行によって車
両走行の集中を避ける。 
したがって、関係車両

の走行に伴う振動への影
響は、事業者の実行可能
な範囲内でできる限り低
減されているものと考え
る。 
 
（基準・目標との整合の
観点） 
 特別養護老人ホーム恵
の里付近（St.9）は 4dB
増加したものの、人が振
動を感じ始めるレベルで
ある 55dB は下回ってい
た。シニアふれあいセン
ター東楽園付近（St.10）
及び膝子東側住宅付近
（St.11）の振動レベル
は、ともに 1dB の増加で
あった。いずれの地点も、
供用時の道路交通振動は
夜間の発生はなく評価指
標値を満足した。 
以上のことから、関係車

両の走行に伴う振動への
影響の予測結果は、整合
を図るべき基準、目標と
の整合が図られているも
のと考える。 

無 （低減措置） 
・ 効率的な車

両の運行管
理により車
両走行の集
中を避ける。 

・ 法定速度で
の走行や過
積載の防止
など適切な
運転指導を
徹底する。 

・ 搬入・搬出時
間は原則昼
間とし、夜間
の振動増加
を低減する。 

 

無 
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表 12-14  評価結果等の一覧 

項
目 

予測結果 評価結果 
他の項目へ
の間接影響
の有無 

環境保全措置 

環境保
全措置
による
他の項
目への
影響の
有無 

悪
臭 

【施設の煙突からの排出
ガスによる悪臭の影響】 
着地濃度が最大となる

地点における臭気濃度は
0.26 となり、臭気指数に
換算すると 10 未満とな
った。 
 

（回避・低減の観点） 
 施設の煙突からの排出
ガスによる悪臭は、高温
によって臭気が分解され
ることから、影響は最小
限となると考える。 
以上のことから、施設

の煙突からの排出ガスに
よる悪臭の影響は、事業
者の実行可能な範囲でで
きるかぎり低減されてい
るものと考える。 
 
（基準・目標との整合の
観点） 
 予測地点（最大着地濃
度地点）における臭気指
数は、全ての地点で 10
未満と予測され、評価の
指標を満足する。 
以上のことから、施設の

煙突からの排出ガスによ
る悪臭の影響の予測結果
は、整合を図るべき基準、
目標等との整合が図られ
ているものと考える。 

無 （低減措置） 
・ ごみから発

生する臭気
は、高温で分
解し、施設の
煙突からの
排出ガスに
よる悪臭の
影響を最小
限にする。 

 

無 
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表 12-15  評価結果等の一覧 

項
目 

予測結果 評価結果 
他の項目へ
の間接影響
の有無 

環境保全措置 

環境保
全措置
による
他の項
目への
影響の
有無 

悪
臭 

【施設からの臭気の漏洩
に伴う悪臭の影響】 
 敷地境界における臭気
指数は 10 未満となって
おり、「さいたま市生活環
境の保全に関する条例施
行規則」（平成 20 年さい
たま市規則第 104 号）に
基づく地域指定で第一種
区域において定める規制
基準（臭気指数 10）と比
較すると下回っている。
これら実績のある対策を
講じることで、施設内部
の臭気の漏洩に伴う悪臭
の影響は少ないと考えら
れる。 
 

（回避・低減の観点） 
 事業計画では、臭気の
発生源であるごみピット
から燃焼用空気を吸引す
る。全炉停止時は脱臭装
置によってごみピットを
負圧に保ち、臭気の漏洩
を防止する。さらに、プ
ラットホームの出入口に
はエアカーテンを設置
し、臭気の漏洩を防止す
ることで、施設からの臭
気の漏洩に伴う悪臭の影
響の低減に努める。 
したがって、施設からの

臭気の漏洩に伴う悪臭の
影響は、事業者の実行可
能な範囲内でできる限り
低減されているものと考
える。 
 
（基準・目標との整合の
観点） 
 施設からの臭気の漏洩
に伴う悪臭は、上記の環
境保全措置を実施するこ
とで、影響は最小限とな
り、評価指標値臭気指数
10 や特定悪臭物質の規
制値は下回るものと考え
る。 
以上のことから、施設か

らの臭気の漏洩に伴う悪
臭の影響の予測結果は、
整合を図るべき基準、目
標等との整合が図られて
いるものと考える。 

無 （低減措置） 
・ 臭気の発生

源であるご
みピットか
ら燃焼用空
気を吸引す
ることでご
みピットを
負圧化し、臭
気の漏洩を
防止する。 

・ プラットホ
ームの出入
口にはエア
カーテンを
設置し、プラ
ットホーム
からの臭気
の漏洩を防
止する。 

・ 全炉停止時
は脱臭装置
によってご
みピットを
負圧に保ち、
臭気の漏洩
を防止する。 

 

無 
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表 12-16  評価結果等の一覧 

項
目 

予測結果 評価結果 
他の項目へ
の間接影響
の有無 

環境保全措置 

環境保
全措置
による
他の項
目への
影響の
有無 

水
質 

【工事の施行に伴う水質
の影響】 
 工事計画では、杭工事
及び既存施設の解体撤去
工事等における排水は、
仮設沈砂池の設置や仮設
排水処理設備を設置し適
切な処理を実施する。し
たがって、放流先河川で
ある綾瀬川での濁水の発
生や水質への影響は軽微
であると予測する。 
 
 

（回避・低減の観点） 
 工事計画では、杭工事
及び既存施設の解体撤去
工事等における排水は、
仮設沈砂池の設置や仮設
排水処理設備を設置し適
切な処理を実施すること
で、工事の施行に伴う水
質及び底質への影響の低
減に努める。 
したがって、工事の施

行に伴う水質及び底質へ
の影響は、事業者の実行
可能な範囲内でできる限
り低減されているものと
考える。 
 
（基準・目標との整合の
観点） 
 環境保全措置が適切に
実施されることにより、
水質及び底質に及ぼす影
響は小さいと予測される
ことから、工事の施行に
伴う水質の予測結果は、
整合を図るべき基準、目
標等と整合が図られてい
るものと考える。 

無 （低減措置） 
・ 工事中の排

水は、仮設沈
砂地で沈砂
後に放流す
ることによ
り、濁水の発
生低減に努
める。 

・ 解体撤去工
事等におけ
る仮設排水
処理設備の
設置。 

 

無 
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表 12-17  評価結果等の一覧 

項
目 

予測結果 評価結果 
他の項目へ
の間接影響
の有無 

環境保全措置 

環境保
全措置
による
他の項
目への
影響の
有無 

水
質 

【施設の稼動に伴う水質
の影響】 
 事業計画では、プラン
ト排水は極力場内で再利
用されるものの、余剰の
再利用水（最大 24.9m3/
日）の排水が想定されて
いる。また、生活排水（最
大 26m3/日）の放流が想
定されるが、放流先であ
る綾瀬川の河川流量（最
小 値 は 現 地 調 査 時 の
1.0m3/s＝86,400m3/日）
に対する流量の増加率は
小さいこと、放流水質は
適切な処理を行い排水基
準を遵守することから、
水質及び底質への影響は
軽微であると予測する。 
 

（回避・低減の観点） 
 事業計画では、余剰の
再利用水、生活排水の放
流が想定されるものの、
放流先である綾瀬川の河
川流量に対して極小であ
ること、放流水質は適切
な処理を行い排水基準を
遵守することで、施設の
稼働に伴う水質及び底質
への影響の低減に努め
る。 
したがって、施設の稼

働に伴う水質及び底質へ
の影響は、事業者の実行
可能な範囲内でできる限
り低減されているものと
考える。 
 
（基準・目標との整合性
の観点） 
 環境保全措置が適切に
実施されることにより、
水質及び底質に及ぼす影
響は小さいと予測される
ことから、施設の稼働に
伴う水質及び底質の予測
結果は、整合を図るべき
基準、目標等と整合が図
られているものと考え
る。 

無 （低減措置） 
・ 生活排水、そ

の他排水の
高度処理に
よる汚濁負
荷の低減 

 

無 
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表 12-18  評価結果等の一覧 

項
目 

予測結果 評価結果 
他の項目へ
の間接影響
の有無 

環境保全措置 

環境保
全措置
による
他の項
目への
影響の
有無 

水
象 

【工事の施行に伴う水象
の影響（地下水の水位）】 
 事業実施区域及びその
周辺地域の井戸は、スト
レーナーの位置より 60
～140m 程度の深度の帯
水層より採水を行ってい
る。本事業によるごみピ
ット設置等に伴う掘削深
度は、最大で地表面下-15
ｍ程度であり、周辺井戸
の地下水の水位に影響を
生じることはほとんどな
いと考えられる。 
なお、事業実施区域の周

辺区域は、河道周辺に水
田の広がる低地であるこ
とから、自由水の水位が
地表面近くにあることが
想定される。そのため、
ピット等の掘削にあたっ
ては、十分な遮水工によ
り地下水の流入を抑制す
るとともに、必要に応じ
ディープウェル等により
施行範囲の地下水の排除
が必要となる。 
周辺の地形や土地利用

の状況からは、自由水は
広く、かつ大量に分布し
ていることが考えられ、
本事業の施行によって、
周辺地域の自由水である
地下水での水位の低下等
の影響を生じることはほ
とんどないと考えられ
る。 

（回避・低減の観点） 
本事業の実施に伴うピ

ット等の掘削による事業
実施区域及びその周辺地
域の地下水の水位への影
響は、対象事業区域周辺
の井戸の帯水層と干渉し
ないため、既存井戸への
影響はない。 
周辺自由水の水位につ

いても、事業実施区域周
辺の地形や土地利用の状
況から地下水が広く賦存
していると考えられるこ
とから、本事業の実施に
よる影響は軽微であると
考えられた。 
以上より、対象事業区域

及びその周辺地域の地下
水の水位に与える影響
は、回避・低減されてい
ると評価する。 
 

無 （低減措置） 
・ 地下水涵養

への影響を
考慮し、土地
の改変は最
小限とし、造
成面の早期
の緑化を行
う。 

 

無 
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表 12-19  評価結果等の一覧 

項
目 

予測結果 評価結果 
他の項目へ
の間接影響
の有無 

環境保全措置 

環境保
全措置
による
他の項
目への
影響の
有無 

水
象 

【工事の施行に伴う水象の影響
（河川流量）】 
本事業は、既設の清掃工場であ

る東部環境センターの敷地に設
置するものであり、すでに人工的
な土地利用に改変された区域で
あり、当該区域内の流出係数に大
きな改変を行わないことから原
則として河川等の流量への影響
はほとんどないと考えられる。 
サーマルエネルギーセンター

の整備を行うにあたり、基礎工事
等の実施時に掘削や造成などの
土地の改変が行われ、その間事業
実施区域からの雨水の流出量に
変化が生じることが考えられる。 
しかしながら、雨水流出について
は、現地盤による地下浸透を行
い、加えて本事業は「埼玉県雨水
流出抑制施設の設置等に関する
条例」に基づき、雨水流出抑制施
設（約 2,400m3）を設置するこ
ととしている。 
施行中についてもこれに準じ

た調整能力の確保に努めること
から、降雨等の一時的な状況にお
いても、雨水等の排水を行う河川
の流下能力に支障を生じること
はなく、影響は軽微であると予測
される。 

(回避・低減の観
点) 
対象事業の施

行にあたっては、
下流河川の降雨
時のピーク流出
量を調整するた
め、施行中におい
ても雨水流出抑
制 施 設 （ 約
2,400m3）に準じ
た施設を設置す
ることから、本事
業の実施による
河川流量への程
度は小さいと予
測され、本事業の
実施による下流
河川の流量等へ
の回避・低減され
ていると評価す
る。 
 

無 （低減措置） 
・ 土地利用の

用途を変更
せず、流出係
数に改変を
加えないよ
うにする。 

・ 雨水の地下
浸透の促進
や雨水流出
抑制機能を
持つ沈砂槽
等の設置に
より、雨水の
流出を調整
することで、
下流河川の
流量を調整
する。 

 

無 
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 表 12-20 評価結果等の一覧 

項
目 

予測結果 評価結果 
他の項目へ
の間接影響
の有無 

環境保全措置 

環境保
全措置
による
他の項
目への
影響の
有無 

水
象 

【施設の存在に伴う水象の影
響（地下水の水位）】 
 事業実施区域及びその周辺
地域の井戸で観測された地下
水位は、ストレーナーの位置
より、60～140m 程度にある
と考えられた。本事業による
ごみピット設置等に伴う掘削
深度は、最大で地表面下-15ｍ
程度であり、周辺井戸の地下
水の水位に影響を生じること
はない。 
なお、事業実施区域の周辺

区域は、河道周辺に水田の広
がる低地であることから、自
由水の水位が地表面近くにあ
ることが想定される。そのた
め、ピット等の設置、施設を
支持する杭基礎等の地下構造
物が地下水の流下等に影響を
及ぼす可能性が考えられる。 
しかしながら、事業実施区

域は同種施設である東部環境
センターの敷地であり、現在
の状況下において周辺への影
響は確認されていない。加え
て、周辺の地形や土地利用の
状況からは、自由水は広く、
かつ大量に分布していること
が考えられ、本事業の実施に
よる施設の設置によって、周
辺地域の自由水の地下水の水
位の低下等の影響を生じるこ
とはほとんどないと考えられ
る。 

（回避・低減の観点） 
本事業の実施に伴

う施設の設置による
事業実施区域及びそ
の周辺地域の地下水
の水位への影響は、
対象事業区域周辺の
井戸の帯水層と干渉
しないため、既存井
戸への影響はほとん
どないと考えられ
た。 
周辺自由水の水位

についても、事業実
施区域周辺の地形や
土地利用の状況から
地下水が広く賦存し
ていると考えられる
ことから、本事業の
実施による影響は軽
微であると考えられ
た。 
以上より、対象事

業区域及びその周辺
地域の地下水の水位
に与える影響は、回
避・低減されている
と評価する。 
 

無 （低減措置） 
・ 地下水涵養

への影響を
考慮し、土地
の改変は最
小限とし、造
成面の早期
の緑化を行
う。 

無 
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 表 12-21 評価結果等の一覧 

項
目 

予測結果 評価結果 
他の項目へ
の間接影響
の有無 

環境保全措置 

環境保
全措置
による
他の項
目への
影響の
有無 

土
壌 

【工事の施行に伴
う土壌の影響】 
既存資料調査結

果により、事業実施
区域内の土壌はダ
イオキシン類等に
よる汚染は確認さ
れておらず、今後調
査となる既存建物
エリアについても
土壌汚染対策法に
基づき適切な調査
及び保全対策が実
施されることから
汚染の可能性は極
めて低いものと予
測される。 

（回避・低減の観点） 
既存資料調査結果により、事

業実施区域内の土壌はダイオ
キシン類等による汚染は確認
されておらず、今後調査となる
既存建物エリアについても土
壌汚染対策法に基づき適切な
調査及び保全対策が実施され
ることから汚染の可能性は極
めて低いものと考えられる。 
また、事業計画では、工事時

の仮囲い（高さ 3.0ｍ）の設置
や工事用車両の洗浄や搬入出
道路の清掃により、土壌の飛散
を防止する環境保全措置を適
切に実施することで、工事の施
行に伴う土壌汚染への影響の
低減に努める。 
したがって、工事の施行に伴

う土壌への影響は、事業者の実
行可能な範囲で低減されてい
るものと考える。 

 
（基準・目標との整合性の観
点） 
環境保全措置が適切に実施

されることにより、土壌への影
響は小さくなると予測される。
よって、工事の施行に伴う土壌
の予測結果は、整合を図るべき
基準、目標等と整合が図られて
いるものと考える。 

無 （低減措置） 
・ 工事時の仮

囲い（高さ
3.0ｍ）の設
置により、周
辺への土壌
の飛散を低
減する。 

・ 工事用車両
は、敷地内で
車輪・車体に
付着した土
砂を洗浄し、
退出するこ
とにより、土
壌の外部へ
の飛散防止
対策を行う。 

 

無 
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表 12-22  評価結果等の一覧 

項
目 

予測結果 評価結果 
他の項目へ
の間接影響
の有無 

環境保全措置 

環境保
全措置
による
他の項
目への
影響の
有無 

土
壌 

【施設の存在・供用に伴う
土壌の影響】 
大気質を介した土壌汚

染は、長期的に徐々に蓄積
するものと考えられるこ
とから、使用する大気質予
測結果は、「10.1 大気質」
で示した長期平均濃度の
結果とした。煙突排出ガス
による大気中への寄与は
軽微であり、施設の供用時
において周辺土壌に対し
てダイオキシン類による
影響を与えることはほと
んどないと予測される。 

（回避・低減の観点） 
事業計画では、完全燃焼

及び急冷、排ガスろ過によ
る排出抑制措置すること
で、施設の稼動に伴うダイ
オキシン類の大気への影
響は小さいと予測されて
おり、大気を介した土壌へ
の影響も低減されるもの
と考える。 
したがって、施設の存

在・供用に伴う土壌への影
響は、事業者の実行可能な
範囲で低減されているも
のと考える。 

 
（基準・目標との整合性の
観点） 
環境保全措置が適切に

実施されることにより、土
壌への影響は小さいと予
測される。よって、施設の
稼動に伴う土壌の予測結
果は、整合を図るべき基
準、目標等と整合が図られ
ているものと考える。 

無 （低減措置） 
・ 焼却温度を

850℃以上で
2 秒以上滞留
させること
によりダイ
オキシン類
の発生を抑
制する。ま
た、急冷によ
りダイオキ
シン類の2次
生成を防止
する。 

・ ろ過集塵機
により排ガ
スのろ過を
行うことに
より、ダイオ
キシン類付
着粒子の排
出を低減す
る。 

無 
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表 12-23  評価結果等の一覧 

項
目 

予測結果 評価結果 
他の項目へ
の間接影響
の有無 

環境保全措置 

環境保
全措置
による
他の項
目への
影響の
有無 

動
物 

【工事の施行及び施設の存
在・供用に伴う動物への影
響（保全すべき種の生息地
の改変の程度】 
 現地調査の結果、保全す
べき種として、鳥類 4 種（ハ
イタカ、ノスリ、カワセミ、
ホオジロ）、爬虫類 3 種（ニ
ホンカナヘビ、アオダイシ
ョウ、ヤマカガシ）、両生類
1 種（トウキョウダルマガ
エル）、底生生物（魚類）（ド
ジョウ）1 種、計 9 種が確
認され、このうち事業実施
区域内で確認された種は 4
種であった。 

（回避・低減の観点） 
本事業の実施による

影響は、「環境保全措置
の内容」に示した保全を
行うこと、保全すべき種
の多くが事業実施区域
周辺の環境を主たる生
息環境としていること
から、工事の施行及び施
設の存在・供用に伴う影
響は回避又は低減され、
保全すべき種への影響
は軽微であると予測さ
れた。 
以上のことから、工事

の施行及び施設の存
在・供用に伴う動物への
影響は、実行可能な範囲
で回避・低減されるもの
と評価する。 

無 （低減措置） 
・ 事業実施区

域内におけ
る動物の生
息に配慮す
るため「さい
たま市公共
施設緑化マ
ニュアル」等
に準拠した
緑地を整備
する。 

 

無 
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表 12-24  評価結果等の一覧 

項
目 

予測結果 評価結果 
他の項目へ
の間接影響
の有無 

環境保全措置 

環境保
全措置
による
他の項
目への
影響の
有無 

動
物 

【工事の施行及び施設の存在・供用に
伴う動物への影響（騒音による動物へ
の影響】 
現地調査の結果、保全すべき種とし

て、鳥類 4 種（ハイタカ、ノスリ、カ
ワセミ、ホオジロ）、爬虫類 3 種（ニ
ホンカナヘビ、アオダイショウ、ヤマ
カガシ）、両生類 1 種（トウキョウダ
ルマガエル）、底生生物（魚類）（ドジ
ョウ）1 種、計 9 種が確認され、この
うち事業実施区域内で確認された種
は 4 種であった。 
対象事業の実施に伴い、土地の造成

や施設の建設・解体に伴う騒音、及び
施設の稼働に伴う騒音が発生するた
め、本事業の実施に伴う「騒音」によ
る動物に係る保全すべき種への影響
について、「10.2 騒音・低周波音の予
測結果」に基づき予測した。 
 対象施設の建設工事の実施に伴う
騒音の発生は、「10.2 騒音・低周波音
の予測結果」に示したとおり事業実施
区域敷地境界で 80dB(A)であり、工事
用仮囲いの施行や低騒音型の建設機
械の採用等により影響は回避・低減さ
れていると評価した。事業実施区域の
周辺で確認された保全すべき種につ
いては、工事の実施による事業実施区
域敷地境界付近からの一時的な忌避
は想定されるが、周辺に同様の生息環
境が広く分布することからこれらの
種の生息に与える影響は軽微である
と予測される。 
また、施設の稼働に伴う騒音の発生

は、「10.2 騒音・低周波音の予測結果」
に示したとおり事業実施区域敷地境
界で 56dB(A)であり、透過損失の大き
い室内への設置や吸音材の施行の採
用等により影響は回避・低減されてい
ると評価した。対象事業は、事業実施
区域において稼働している東部環境
センターと同種施設であり、音環境と
しては現況と同種の環境となる。その
ため、本事業の実施に伴う施設の稼働
によって、これらの種の生息に与える
影響は軽微であると予測される。 

（回避・低
減の視点） 
本事業の

実施による
影響は、「環
境保全措置
の内容」に
示した保全
を行うこと
で、工事の
施行及び施
設の存在・
供用に伴う
影響は低減
され、保全
すべき種へ
の影響は軽
微であると
予 測 さ れ
た。 
以上のこ

とから、工
事の施行及
び施設の存
在・供用に
伴う動物へ
の影響は、
実行可能な
範 囲 で 回
避・低減さ
れるものと
評価する。 

無 （低減措置） 
・ 事業実施区域の

周囲に仮囲い
（高さ 3.0m）を
設置し、周辺へ
の騒音の影響を
低減する。 

・ 主要な建設機械
については国指
定の低騒音・低
振動型を使用す
る。 

・ 建設機械の稼働
台数の低減を図
るとともに、建
設機械の集中稼
働を避けるなど
効率的な稼働を
図り、騒音の低
減に努める。 

・ 大きな騒音の発
生が想定される
設備機器等に
は、防音カバー
等による発生源
対策や防音対策
を施した部屋に
設置するなどの
伝ぱ対策を施
す。 

・ 低周波音の発生
が想定される設
備機器等には、
防振架台の設置
等による対策を
施す。 

無 
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表 12-25 評価結果等の一覧 

項
目 

予測結果 評価結果 
他の項目へ
の間接影響
の有無 

環境保全措置 

環境保
全措置
による
他の項
目への
影響の
有無 

動
物 

【工事の施行に伴う動物への影
響（水質・水量変化による水生
生物への影響】 
 現地調査の結果、保全すべき
種として確認された水生生物
は、底生生物（魚類）1 種であ
った。水生生物のうち保全すべ
き種及び個体群について、一般
的な生態及び現地調査の確認状
況をもとに、建設工事に伴う周
辺水質や水象への影響の予測・
評価結果を踏まえ、影響の予測
を行った。 
 本種は、河川の中・下流域、
用水路などの流れの緩やかな泥
底に棲む種であり、事業実施区
域周辺の水田や水路が主な生息
環境であると考えられる。 
対象事業の実施による工事中の
濁水発生は、沈砂池等の設置に
より抑制すること、流量調整機
能の付与により、下流域の水量
に大きな影響を与えない措置を
実施することから、本事業の実
施による水質・水量に対する影
響は軽微であるため、本種への
影響は生じないと予測される。 

（回避・低減の観
点） 
 本事業の実施
による影響は、
「環境保全措置
の内容」に示した
保全を行うこと
で、工事の施行に
伴う影響は低減
され、保全すべき
種への影響は軽
微であると予測
された。 
以上のことか

ら、工事の施行に
伴う動物への影
響は、実行可能な
範囲で回避・低減
されるものと評
価する。 

無 （低減措置） 
・ 仮設沈砂池の設

置。 
・ 解体撤去工事等

における仮設排
水処理設備の設
置。 

・ 土地利用の用途
を変更せず、流
出係数に改変を
加えないように
する。 

・ 雨水の地下浸透
の促進や雨水流
出抑制施設の設
置により、雨水
の流出を調整す
ることで、下流
河川の流量を調
整する。 

・ 地下水涵養への
影響を考慮し、
土地の改変は最
小限とし、造成
面の早期緑化を
行う。 

無 
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表 12-26  評価結果等の一覧 

項
目 

予測結果 評価結果 
他の項目へ
の間接影響
の有無 

環境保全措置 

環境保
全措置
による
他の項
目への
影響の
有無 

植
物 

【工事の施行及び施設の存在・供用
に伴う植物への影響】 
1.保全すべき種の生息地の改変の
程度及びその他の生息環境への影
響 
 現地調査の結果、保全すべき種と
して 7 種が確認され、このうち事業
実施区域内で確認された種は 4 種
であった。 
 
2. 植生の改変の内容及び程度並び
に保全すべき群落の生育地の改変
の程度及びその他の生育環境への
影響 
現地調査の結果、事業実施区域及び
その周辺の区域には、自然植生等は
存在せず、また保全対象となる群落
も確認されなかった。 
したがって、本事業の実施による影
響は生じないと予測される。 
 
3.緑の量の変化 
 事業実施区域内の緑被率は、植生
調査の結果に基づき、植栽地、路傍
雑草、畑・樹苑を緑被部分とすると
約 38%となる。本事業の実施後に
おいても、事業実施区域内には
25％以上の緑地を確保するなど、概
ね同程度の緑被水準となり、本事業
の実施による影響は軽微であると
考えられた。 
また、緑視率についても、現在の土
地利用が本事業の実施後と同用途
であり、図 2.6-1 に示す通り事業実
施区域の周囲には高木による植栽
を施すことから、周辺地域からの緑
視率に大きな変化はないものと考
えられた。 

（保全すべき植物
種） 
 事業の実施によ
る影響が予測され
る種については、
「環境保全措置の
内容」に示した保
全を行うことで、
工事の施行及び施
設の存在・供用に
伴う一時的な影響
は低減される。 
以 上 の こ と か

ら、植物への影響
については、実行
可能な範囲内でで
きる限り回避・低
減されるものと評
価する。 
 
（緑の量） 
 事業の実施によ
る影響が予測され
る緑の量について
は、「環境保全措置
の内容」に示した
保全を行うこと
で、工事の施行及
び施設の存在・供
用に伴う一時的な
影響は低減され
る。 
以 上 の こ と か

ら、緑の量への影
響については、実
行可能な範囲内で
できる限り回避・
低減されるものと
評価する。 

無 （低減措置） 
・ 「さいたま

市公共施設
緑化マニュ
アル」及び
「さいたま
市緑化指導
基準マニュ
アル」を遵
守し、25%
以上の緑化
率を実現す
る。 

 

無 
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表 12-27 評価結果等の一覧 

項
目 

予測結果 評価結果 
他の項目へ
の間接影響
の有無 

環境保全措置 

環境保
全措置
による
他の項
目への
影響の
有無 

生
態
系 

【工事の施行及び施設の存在・供用
に伴う生態系への影響】 
1.生態系基盤条件 
 対象施設の整備に伴う土地の改
変等のある事業実施区域は、現有の
東部環境センターが立地する人工
的な土地「道路・造成地・建造物等」
が大部分を占めている。新たな施設
整備によっても土地の用途の変更
は行われないこと、周辺に広がる水
田等の土地の改変は行われないた
め、予測地域内の環境単位の構成に
ほとんど変化はない。 
したがって、本事業に伴う工事の

施行及び施設の存在・供用に伴う生
態系基盤条件への影響は軽微であ
ると予測された。 

 
2．着目種と関係種との関係 
 調査結果から抽出された着目種
と関係種を含めた予測地域の生態
系はイタチ及びチョウゲンボウを
上位種とし、ホオジロ及びニホンア
マガエルといった水田や草地など
人為的環境に生息する種が典型種
であった。 
これらの生態系は、現有かつ同種

施設である東部環境センターが稼
動する環境下で形成されており、周
辺環境と調和を図りつつ、同様の施
設を設置する本事業実施後におい
ても大きな変化は生じないと予測
される。 
 また、着目種の一部は、「10.8 動
物」「10.9 植物」において示したと
おり、工事の施行に伴い一時的な忌
避や生息環境の縮小等の変化は予
測されるが、周辺に同様の生息環境
が広く分布することから、影響は軽
微であると予測さる。 
したがって、工事の施行及び施設

の存在・供用に伴う着目種及び関係
種を中心として構成される生態系
の質的な変化はないものと予測さ
れる。 

（回避・低減の観
点） 
本事業の実施に

あたっては、環境
保全措置を講ずる
ことで、生態系に
係る影響の低減に
努める。 
したがって、工

事の施行及び施設
の存在・供用に伴
う生態系への影響
は、事業者の実行
可能な範囲内でで
きる限り低減され
ているものと考え
る。 
 

無 （低減措置） 
・ 工事中の排

水は、沈砂
池で沈砂後
に放流する
こ と に よ
り、濁水の
発生低減に
努める。 

・ 施設稼動に
伴う騒音の
低 減 に 努
め、生息環
境の保全を
図る。 

・ 植栽には、
可能な限り
在来種を用
いる。 

 

無 
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表 12-28 評価結果等の一覧 

項
目 

予測結果 評価結果 
他の項目へ
の間接影響
の有無 

環境保全措置 

環境保
全措置
による
他の項
目への
影響の
有無 

景
観 

【施設の存在・供用に伴う景観の影
響】 
1．東宮下調整池公園 
 眺望地点は施設の北西側に位置
し、敷地境界までの距離は約
400m。 

予測結果の建屋は現況より若干
大きくなるものの、新たに眺望を遮
る対象物はない。また、施設の見か
け上の位置はほぼ同様であること、
視野領域の変化はほとんどなく、眺
望景観は大きく変化しないと考え
られる。 

 
2．谷下こども広場 
 眺望地点は施設の北側に位置し、
敷地境界までの距離は約 250m。 
予測結果の建屋は現況より若干

大きくなり、煙突は画面上僅かに左
にずれるものの、新たに眺望を遮る
対象物はない。また、施設の見かけ
上の位置は現況とほぼ同様である
こと、視野領域の変化はほとんどな
く、眺望景観は大きく変化しないと
考えられる。 

 
3．北辰神社こども広場 
 眺望地点は施設の東側に位置し、
敷地境界までの距離は約 350m。 
予測結果の建屋は現況より若干

大きくなり、煙突とともに画面上左
側にずれるものの、新たに眺望を遮
る対象物はないことから、眺望景観
は大きく変化しないと考えられる。 

 
4．膝子八幡神社 
 眺望地点は施設の南南西側に位
置し、敷地境界までの距離は約
350m。 

予測結果の建屋は現況より若干
大きくなり、煙突とともに画面上右
側にずれるものの、新たに眺望を遮
る対象物はないことから、眺望景観
は大きく変化しないと考えられる。 

（回避・低減の観
点） 
事業計画では、

アースカラーを基
調とした色彩の採
用や周囲を緑地で
囲むことで、周辺
と調和した景観の
形成に努めてお
り、眺望景観の中
の景観資源と当該
施設との視覚的調
和を図っている。 
したがって、施

設の存在に伴う景
観への影響は、事
業者の実行可能な
範囲内でできる限
り低減されている
ものと考える。 
 

無 （低減措置） 
・ 色彩は、ア

ースカラー
を基調とす
る。 

・ 緑地で周囲
を囲むこと
で、周辺と
調和した景
観を形成す
る。 

 

無 
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表 12-29 評価結果等の一覧 

項
目 

予測結果 評価結果 
他の項目へ
の間接影響
の有無 

環境保全措置 

環境保
全措置
による
他の項
目への
影響の
有無 

景
観 

（つづき） 
【施設の存在・供用に伴う景観の影
響】 
5．膝子南側の住宅地 
 眺望地点は施設の南側に位置し、
敷地境界までの距離は約 1km。 
予測結果の建屋は煙突とともに画
面上僅かに右側にずれるものの、新
たに眺望を遮る対象物はない。ま
た、施設の見かけ上の位置は現況と
ほぼ同様であること、視野領域の変
化はほとんどなく、眺望景観は大き
く変化しないと考えられる。 
 
6.膝子公園 
 眺望地点は施設の南西側に位置
し、敷地境界までの距離は約
600m。 
予測結果の建屋は煙突とともに画
面上右側にずれるものの、手前にあ
る高木に遮られ、現況と同様に全体
像を視認することができないこと
から、視野領域の変化はほとんどな
く、眺望景観は大きく変化しないと
考えられる。 
 
7.七里中学校 
 眺望地点は施設の西側に位置し、
敷地境界までの距離は約 400m。 
予測結果の建屋は現況より若干大
きくなり、煙突とともに画面上右側
にずれるものの隣接する体育館の
後ろ側に位置することで、視野領域
に占める施設の割合は減少するこ
とから、眺望景観は一部改善すると
考えられる。 

 無  無 
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 表 12-30 評価結果等の一覧 

項
目 

予測結果 評価結果 
他の項目へ
の間接影響
の有無 

環境保全措置 

環境保
全措置
による
他の項
目への
影響の
有無 

自
然
と
の
ふ
れ
あ
い
の
場 

【工事の施行に伴う自然
とのふれあいの場への影
響】 
「10.18 地域交通」にお
いて予測対象とした交差
点 3 地点における全体交
通量に占める工事用車両
の増加率は 3.4～6.6％で
あり工事用車両の増加は
わずかであることから、
自然とのふれあいの場へ
の影響は軽微であると予
測される。 
 

（回避・低減の観点） 
事業計画では、法定速

度での走行や過積載及
び落下物の防止など適
切な運転指導とともに、
集中化を避ける等効率
的な車両の運行管理を
図り、地域交通及び環境
への影響低減に努める。 

したがって、工事用車
両の走行に伴う自然と
のふれあいの場への影
響は、事業者の実行可能
な範囲内でできる限り
低減されているものと
考える。 
 
（目標との整合の観点） 
回避・低減措置の実施

により、工事用車両の走
行に伴う自然とのふれ
あいの場への影響の予
測結果は、整合を図るべ
き目標との整合が図ら
れているものと考える。 

無 （低減措置） 
・ 法定速度での走

行や過積載及び
落下物の防止な
ど適切な運転指
導を徹底する。 

・ 効率的な車両の
運行管理によ
り、車両走行の
集中化を避け
る。 

 

無 
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表 12-31  評価結果等の一覧 

項
目 

予測結果 評価結果 
他の項目へ
の間接影響
の有無 

環境保全措置 

環境保
全措置
による
他の項
目への
影響の
有無 

自
然
と
の
ふ
れ
あ
い
の
場 

【施設の存在・供用に伴
う自然とのふれあいの場
への影響】 
「10.18 地域交通」にお
いて予測対象とした交差
点 3 地点における全体交
通量に占める関係車両の
増加率は 1.2～6.3％であ
り関係車両の増加はわず
かであることから、自然
とのふれあいの場への影
響は軽微であると予測さ
れる。 

（回避・低減の観点） 
事業計画では、法定速

度での走行や過積載及
び落下物の防止など適
切な運転指導とともに、
集中化を避ける等効率
的な車両の運行管理を
図り、地域交通及び環境
への影響低減に努める。 

したがって、関係車両
の走行に伴う自然との
ふれあいの場への影響
は、事業者の実行可能な
範囲内でできる限り低
減されているものと考
える。 

 
(目標との整合の観点) 
回避・低減措置の実施

により、関係車両の走行
に伴う自然とのふれあ
いの場への影響の予測
結果は、整合を図るべき
目標との整合が図られ
ているものと考える。 

無 （低減措置） 
・ 法定速度での走

行や過積載及び
落下物の防止な
ど適切な運転指
導を徹底する。 

・ 効率的な車両の
運行管理によ
り、車両走行の
集中化を避け
る。 

 

無 
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表 12-32  評価結果等の一覧 

項
目 

予測結果 評価結果 

他の項
目への
間接影
響の有
無 

環境保全措置 

環境保
全措置
による
他の項
目への
影響の
有無 

日
照
阻
害 

【施設の存在・供用に伴う日
照阻害の影響】 
1.日影となる時刻、時間数 
 日影規制の対象である 8 
時から 16 時までの間におい
ては、工作物等により、事業
実施区域の北西側から東側
にかけて日影が発生する。こ
のうち、煙突による日影は、
冬至日の 16 時が最も長くな
り事業実施区域敷地境界か
ら最大 300ｍ程度の地点に到
達するが、日影が生じる時間
の合計は 1 時間未満である。 

日影に係る指標値である
等時間日影範囲は、秋分の日
及び冬至日ともに 5 時間線
はいずれも事業実施区域敷
地境界内に収まると予測さ
れる。また 3 時間線は、冬至
日に敷地境界から 10m 未満
の範囲で事業実施区域外に
発生するが、秋分の日は敷地
境界内に収まると予測され
る。 
 
2.日影による住宅等への影響 
 最も近い住宅等は、事業実
施区域の敷地境界から東側
200m 程度に位置する。冬至
日の日影は、住宅等の位置に
おいて 16 時に到達するが、
日影時間の合計は 1時間未満
であると予測される。 
 
3．日影による農地への影響 
 農地は、事業実施区域の

北西側及び東側に隣接する。
秋分の日の日影は、北西側の
農地にはかからないと予測
される。東側の農地には、16
時に到達するが日影時間の
合計は 1時間未満であると予
測される。 

（回避・低減の観点） 
施設の存在・供用に伴い発

生する日影の範囲は、建物高
さが最も高い工場棟を住宅地
から遠い事業実施区域内の南
西側に配置するなどの措置に
より、事業実施区域の北西側
から東側にかけて発生する日
影の影響の回避に努める。 
したがって、施設の存在に

伴う日照阻害の影響は、事業
者の実行可能な範囲内ででき
る限り回避されているものと
評価する。 
 
（基準・目標との整合性の観
点） 
1.日影による住宅等への影響 
住宅等における日影に係る

指標値である等時間日影範囲
は、日影の影響の最も大きく
なる冬至日で 3 時間線が事
業実施区域外に発生するが、
敷地境界から 10m 未満の範
囲に収まる。5 時間線は秋分
の日、冬至日ともに事業実施
区域敷地境界内に収まると予
測される。 
以上のことから、施設の存在
に伴う日照阻害の予測結果
は、整合を図るべき基準、目
標等との整合が図られている
ものと考えられる。 
 
2.日影による農地への影響 
農地における日影に係る指

標値である等時間日影範囲
は、秋分の日の 3 時間線が事
業実施区域内に収まると予測
される。 
以上のことから、施設の存在
に伴う日照阻害の予測結果
は、整合を図るべき基準、目
標等との整合が図られている
ものと考えられる。 

無 （回避措置） 
・ 建物高さが

最も高い工
場棟を住宅
地から最も
遠い事業実
施区域内の
南西側に配
置する。 

 

無 
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表 12-33 評価結果等の一覧 

項
目 

予測結果 評価結果 
他の項目へ
の間接影響
の有無 

環境保全措置 

環境保
全措置
による
他の項
目への
影響の
有無 

電
波
障
害 

【施設の存在・供用に伴
う電波障害の影響】 
東京局の地上デジタル

放送の遮蔽範囲は、施設
に沿って北北西側に生じ
る。テレビ埼玉の地上デ
ジタル放送の遮蔽範囲
は、施設に沿って北東側
に生じる。いずれも、す
べて事業実施区域内に収
まるため事業実施区域周
辺の住宅等への遮蔽障害
は生じないものと予測さ
れる。 

（回避・低減の観点） 
施設の存在に伴い発

生する電波障害の範囲
は、事業実施区域内のみ
となると予測されてい
る。仮に、電波障害が起
きた場合でかつ事業範
囲内の工事が必要にな
った場合、必要な協力や
工事を行うことで、電波
障害による影響の回避
に努める。 
したがって、施設の存

在に伴う電波障害の影
響は、事業者の実行可能
な範囲内でできる限り
回避されているものと
考える。 
 

無 （低減措置） 
・ 電波障害が起き

た場合でかつ事
業範囲内の工事
が必要になった
場合、必要な協
力や工事を行
う。 

 

無 
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表 12-34  評価結果等の一覧 

項
目 

予測結果 評価結果 
他の項目へ
の間接影響
の有無 

環境保全措置 

環境保
全措置
による
他の項
目への
影響の
有無 

廃
棄
物 

【工事の施行に伴う廃
棄物等の影響】 
 建設工事に係る廃棄
物は、資材の再資源化等
に関する法律（以下、「建
設リサイクル法」とい
う）に基づく対象品目に
ついては、建設リサイク
ル法に基づき可能な限
りリサイクルを推進し、
リサイクルができない
ものは適正に処分を行
う。また、残土について
は、場内の埋め戻し土と
して再利用するほか、場
外の施設で 100％再資源
化を行う。 

（排出抑制の観点） 
工事計画では、建設工

事に係る廃棄物及び造
成・解体・建築工事に伴
い発生する残土は、可能
な限りリサイクル等を
行い、リサイクルできな
いものは適正に処分を
実施することで、工事の
施行に伴う廃棄物の発
生抑制に努める。 
したがって、工事の施

行に伴う廃棄物等への
影響は、事業者の実行可
能な範囲内でできる限
り低減されているもの
と考える。 

 
（基準・目標との整合性
の観点） 
環境保全措置が適切

に実施されることによ
り、廃棄物の排出に及ぼ
す影響は小さいと予測
されることから、工事の
施行に伴う廃棄物等の
予測結果は、整合を図る
べき基準、目標等と整合
が図られているものと
考える。 

無 （低減措置） 
・ 建設工事に係る

廃棄物は、発生
現場で可能な限
り分別を行い、
建設リサイクル
法に基づく対象
品目について
は、同法に基づ
き可能な限りリ
サイクルを推進
し、リサイクル
ができないもの
は適正に処分を
行う。 

・ 残土について
は、場内の埋め
戻し土として再
利用するほか、
場外の施設で
100％再資源化
を行う。 

 

無 
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表 12-35  評価結果等の一覧 

項
目 

予測結果 評価結果 
他の項目へ
の間接影響
の有無 

環境保全措置 

環境保
全措置
による
他の項
目への
影響の
有無 

廃
棄
物 

【施設の存在・供用に伴
う廃棄物等の影響】 
 廃棄物は可能な限り
リサイクルを推進し、リ
サイクルができないも
のは適正に処分を行う。
また、雨水及び処理水に
ついては、場内での有効
利用を図り、再利用でき
ないものは適正に処理
し河川放流を行う。 

（排出抑制の観点） 
 本事業では、施設の稼
働に伴う廃棄物は可能
な限りリサイクルを推
進し、リサイクルができ
ないものは適正に処分
をすることで、施設の稼
働に伴う廃棄物の発生
抑制に努める。 
また、雨水及び処理水に
ついては、場内での有効
利用を図り、再利用でき
ないものは適正に処理
し河川放流を行う 
以上のことから、施設

の稼働に伴う廃棄物の
影響は、事業者の実行可
能な範囲内でできる限
り低減されているもの
と考える。 

 
（基準・目標との整合性
の観点） 
環境保全措置が適切

に実施されることによ
り、廃棄物の排出に及ぼ
す影響は小さいと予測
されることから、施設の
稼働に伴う廃棄物等の
予測結果は、整合を図る
べき基準、目標等と整合
が図られているものと
考える。 

無 （低減措置） 
・ 施設の稼働に伴

う廃棄物は、可
能な限りリサイ
クルを推進し、
リサイクルがで
きないものは適
正に処分を行
う。 

・ 雨水及び処理水
については、場
内での有効利用
を図り、再利用
できないものは
適正に処理し河
川放流を行う。 

無 
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表 12-36  評価結果等の一覧 

項
目 

予測結果 評価結果 
他の項目へ
の間接影響
の有無 

環境保全措置 

環境保
全措置
による
他の項
目への
影響の
有無 

温
室
効
果
ガ
ス 

【施設の存在・供
用に伴う温室効果
ガスの影響】 
 年間の二酸化炭
素 排 出 量 は 、
41,807,486kg-CO2

と予測された。な
お、高効率ごみ発
電施設における年
間の発電電力量及
び余熱供給量をす
べて利活用できた
場合、 
40,139,045 
kg-CO2 の削減が
可能であり、9 割程
度の二酸化炭素排
出量削減に相当す
る。 

（回避・低減の観点） 
本事業では、温室効果

ガスの排出抑制に向け
て、ごみを利用した熱回
収及び発生した熱を利
用した発電効率 18.5%以
上の発電による所内動
力での使用、余熱利用施
設熱供給設備を設ける
ことで施設外への熱供
給を可能とする計画で
ある。この他、太陽光等
の自然エネルギー等の
利用、LED 照明等による
省エネルギー機器を採
用する計画である。ま
た、「さいたま市公共施
設緑化マニュアル」及び
「さいたま市緑化指導
基準マニュアル」を遵守
し、25%以上の緑化率を
実現する計画である。 
以上のことから、施設

の稼働に伴う温室効果
ガスの影響は、事業者の
実行可能な範囲内でで
きる限り低減されてい
るものと考える。 

無 （低減措置） 
・ 高効率ごみ発電施設

では、ごみ処理によ
り発生した熱を利用
して発電を行い、所
内動力に使用する。
余熱利用施設熱供給
設備を設け、施設外
への熱供給を可能と
する。 

・ 発電機による発電量
が施設内で使用可能
な電力量を超えた場
合は、余剰電力を電
力会社へ売電するこ
とによって、二酸化
炭素発生の抑制に寄
与する。 

・ タービン定格におけ
る発電効率は、18.5%
以上を確保する。 

・ 過剰な構内照明の設
置を避け、太陽光等
の自然エネルギーの
利用やLED照明等の
使用を原則とする。 

・ 「さいたま市公共施
設緑化マニュアル」
及び「さいたま市緑
化指導基準マニュア
ル」を遵守し、25%
以上の緑化率を実現
する。 

無 
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表 12-37  評価結果等の一覧 

項
目 

予測結果 評価結果 
他の項目へ
の間接影響
の有無 

環境保全措置 

環境保
全措置
による
他の項
目への
影響の
有無 

コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ 

【工事の施行に伴うコミ
ュニティへの影響】 
 事業実施区域周辺のコ
ミュニティ施設であるシ
ニアふれあいセンター東
楽園は、事業実施区域周
辺の保全対象施設として
騒音及び振動等に関する
予測対象施設である。 
工事の施行に伴う騒音

は 70dB（A）、振動は 50dB
未満と予測され、いずれ
も環境保全の観点から影
響は回避又は低減されて
いると評価された。 
工事の施行に伴う粉じ

ん等についても散水等の
粉じんの飛散防止策の実
施により、周辺地域に対
し影響を及ぼす可能性は
小さいと予測された。 
シニアふれあいセンタ

ー東楽園の開館時間のう
ち平日の 9 時から 17 時
は、工事の施行時間と重
なるものの騒音等の発生
抑制策を講じること、活
動が透過減衰等の期待で
きる屋内で行われること
などから、コミュニティ
施設の利用の快適性に与
える影響は軽微であると
予測される。 

(回避・低減の観点) 
工事の施行に伴うコ

ミュニティ施設の利用
環境への影響の予測の
結果、上記に示す環境保
全措置の実施等により、
コミュニティ施設の利
用環境への影響は軽微
であると予測された。 
したがって、工事の施

行に伴うコミュニティ
施設への影響は、事業者
の実行可能な範囲内で
できる限り低減されて
いるものと考える。 
 

無 （低減措置） 
・ 粉じんが発生

するおそれが
ある場合は、適
宜、場内散水を
行い粉じん飛
散対策に努め
る。 

・ 主要な建設機
械については
国指定の低騒
音・低振動型を
使用する。 

・ 建設機械の稼
動台数の低減
を図るととも
に、建設機械の
集中稼動を避
けるなど効率
的な稼動を図
り、騒音の低減
に努める。 

・ 事業実施区域
の周囲に仮囲
い（高さ 3.0m）
を設置し、周辺
への騒音の影
響を低減する。 

無 
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表 12-38  評価結果等の一覧 

項
目 

予測結果 評価結果 
他の項目へ
の間接影響
の有無 

環境保全措置 

環境保
全措置
による
他の項
目への
影響の
有無 

コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ 

【工事用車両の走行に伴う
コミュニティ施設への影響】 

事業実施区域周辺のコミ
ュニティ施設である八幡会
館、谷下公民館、横根上公民
館は、周辺地域の住民が主に
利用する施設であり、これら
の施設への移動手段は徒歩
や自転車が相対的に多くな
っている。本事業の実施によ
って工事用車両が一時的に
走行することになり、周辺地
域の道路交通量が増加する
ことが考えられるが、増加率
は最大で 7.1%程度であり、
上記３施設の利用経路に与
える影響は軽微であると考
えられる。 
コミュニティ施設のうち

シニアふれあいセンター東
楽園には、入浴施設等が整備
されており、月の利用者も
3,086〜3,654 人と比較的多
い。本施設には送迎バスもあ
ることから、利用者はより広
域にわたると考えられ、工事
用車両の走行による施設前
面道路の交通量の増加は利
用環境に影響を与える可能
性がある。しかしながら、シ
ニアふれあいセンター東楽
園前の現況交通量に対する
増加率は最大で 5.0%程度で
あり、かつ一時的な増加にと
どまることから、当該施設の
利用経路に与える影響は軽
微であると考えられる。 

（回避・低減の観点） 
工事用車両の走行

に伴うコミュニティ
施設の利用環境への
影響の予測の結果、
環境保全措置の実施
等により、コミュニ
ティ施設の利用環境
への影響は軽微であ
ると予測された。 
したがって、工事

用車両の走行に伴う
コミュニティ施設へ
の影響は、事業者の
実行可能な範囲内で
できる限り低減され
ているものと考え
る。 
 

無 （低減措置） 
・ 効率的な車両

の運行管理に
より、車両走行
の集中を避け
る。 

・ 法定速度での
走行やアイド
リングストッ
プなど適切な
運転指導を徹
底する。 

 

無 
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表 12-39 評価結果等の一覧 

項
目 

予測結果 評価結果 
他の項目へ
の間接影響
の有無 

環境保全措置 

環境保
全措置
による
他の項
目への
影響の
有無 

コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ 

【施設の存在・供用に伴うコ
ミュニティ施設への影響】 
 事業実施区域周辺のコミ
ュニティ施設であるシニア
ふれあいセンター東楽園は、
事業実施区域周辺の保全対
象施設として騒音及び振動
等に関する予測対象施設で
ある。 
施設の稼働に伴う騒音は

35dB（A）、振動は 30dB 未
満と予測され、いずれも環境
保全の観点から影響は回避
又は低減されていると評価
された。 
施設の煙突からの排出ガ

スによる悪臭は、悪臭の予測
結果より、事業実施区域周辺
では最大でも臭気指数は 10
未満であると予測される。ま
た、施設からの臭気の漏洩に
伴う悪臭の影響に関しては、
プラットホーム出入口への
エアカーテン設置、ごみピッ
ト内の空気の吸引を行うこ
とから影響は小さいと予測
される。 
シニアふれあいセンター

東楽園の開館時間のうち平
日や土日の 9時から 17時は、
施設の稼働時間と重なるも
のの、現有施設である東部環
境センターの稼働により現
に問題は生じていないこと、
新施設においては騒音等の
発生抑制策を講じること、活
動が透過減衰等の期待でき
る屋内で行われることなど
から、コミュニティ施設の利
用の快適性に与える影響は
軽微であると予測される。 

施設の存
在・供用に伴
うコミュニ
ティ施設の
利用環境へ
の影響の予
測の結果、環
境保全措置
の実施等に
より、コミュ
ニティ施設
の利用環境
への影響は
軽微である
と予測され
た。 
したがっ

て、施設の存
在・供用に伴
うコミュニ
ティ施設へ
の影響は、事
業者の実行
可能な範囲
内でできる
限り低減さ
れているも
のと考える。 
 

無 （低減措置） 
・ 大きな騒音の発生が

想定される設備機器
等には、防音カバー等
による発生源対策や
防音対策を施した部
屋に設置するなどの
伝ぱ対策を施す。 

・ 大きな振動の発生が
想定される設備機器
等には、防振架台に設
置等による発生源対
策を施す。 

・ 臭気の発生源である
ごみピットから燃焼
用空気を吸引するこ
とでごみピットを負
圧化し、臭気の漏洩を
防止する。プラットホ
ームの出入口にはエ
アカーテンを設置し、
プラットホームから
の臭気の漏洩を防止
する。全炉停止時は脱
臭装置によってごみ
ピットを負圧に保ち、
臭気の漏洩を防止す
る。 

・ ごみから発生する臭
気は、高温で分解し、
施設の煙突からの排
出ガスによる悪臭の
影響を最小限にする。 

 

無 
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表 12-40 評価結果等の一覧 

項
目 

予測結果 評価結果 
他の項目へ
の間接影響
の有無 

環境保全措置 

環境保
全措置
による
他の項
目への
影響の
有無 

コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ 

【関係車両の走行に伴うコ
ミュニティへの影響】 
事業実施区域周辺のコミ

ュニティ施設である八幡会
館、谷下公民館、横根上公民
館は、周辺地域の住民が主に
利用する施設であり、これら
の施設への移動手段は徒歩
や自転車が相対的に多くな
っている。本事業の実施によ
って関係車両が走行するこ
とになり、周辺地域の道路交
通量が増加することが考え
られるが、増加率は最大で
3.7%程度であり、上記３施設
の利用経路に与える影響は
軽微であると考えられる。 
コミュニティ施設のうち

シニアふれあいセンター東
楽園には、入浴施設等が整備
されており、月の利用者も
2,908〜3,646 人と比較的多
い。本施設には送迎バスもあ
ることから、利用者はより広
域にわたると考えられ、関係
車両の走行による施設前面
道路の交通量の増加は利用
環境に影響を与える可能性
がある。しかしながら、シニ
アふれあいセンター東楽園
前の現況交通量に対する増
加率は最大で 3.4%程度であ
り、当該施設の利用経路に与
える影響は軽微であると考
えられる。 

関係車両の
走行に伴うコ
ミュニティ施
設の利用環境
への影響の予
測の結果、上
記に示す環境
保全措置の実
施等により、
コミュニティ
施設の利用環
境への影響は
軽微であると
予測された。 
し た が っ

て、関係車両
の走行に伴う
コミュニティ
施設への影響
は、事業者の
実行可能な範
囲内でできる
限り低減され
ているものと
考える。 
 

無 （低減措置） 
・ 効率的な車両の運行

管理により、車両走行
の集中を避ける。 

・ 法定速度での走行や
アイドリングストッ
プなど適切な運転指
導を徹底する。 

 

無 
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表 12-41 評価結果等の一覧 

項
目 

予測結果 評価結果 
他の項目へ
の間接影響
の有無 

環境保全措置 

環境保
全措置
による
他の項
目への
影響の
有無 

地
域
交
通 

【工事の施行に伴う地域交通への影響】 
1.交通量 
工事中の交通量は、工事期間中において

事業実施区域周辺での大規模開発等交通
量に変更を生じる状況は予定されていな
いため、現況交通量を採用した。工事用車
両の走行台数が最大となるのは、造成工事
期間中であり 1 日あたり大型車 620 台、
小型車 912 台の計画である。 
工事用車両の走行によって最大で現

況交通量の 3.4～6.6％の増加となると
予測される。横根交差点側は、小型の工
事時の通勤車両のみの走行となるが、朝
夕の通勤時間帯に車両走行が集中する
ことで時間当たりの負荷が一時的に増
加すると予測される。 
 
2．交通流 
各地点の交差点需要率（飽和度）の変

化は、工事中の通勤車両が走行する横根
交差点においては、交差点需要率（飽和
度）に増加がみられるが 0.666 にとどま
るほか、その他の交差点では変化は軽微
であると予測される。 
 
3.バス走行時間 
 当該地域を走行するバスの本数は比
較的少なく、ピーク時で時間あたり 5
本となる。交差点交通量の変化は前掲の
とおりであり、現況と比較した増加の程
度は大きくはない。 
工事用車両の走行によっても、現況の交
通状況を大きく変化させることはないと
考えられることから、バス走行時間に対す
る影響は軽微であると予測される。 
 
4.交通安全 
 事業実施区域の道路においては、縁石
による歩車分離が行われるなど交通安
全措置が施されている。工事用車両の走
行にあたっては、法定速度での走行など
安全に配慮した走行を行うほか、必要に
応じた交通誘導員の配置により、歩行者
等の安全の確保を図ることとしている。 
したがって、工事用車両の走行により、
地域の交通安全に与える影響は軽微で
あると予測される。 

（回避・低減
の観点） 
工事用車両

の走行地域交
通への影響の
予測の結果、
環境保全措置
の実施等によ
り、地域交通
への影響は軽
微であると予
測された。 
し た が っ

て、工事用車
両の走行地域
交通への影響
は、事業者の
実行可能な範
囲内でできる
限り低減され
ているものと
考える。 

無 （低減措置） 
・ 法定速度で

の走行やア
イドリング
ストップな
ど適切な運
転指導を徹
底する。 

・ 必要に応じ
た交通誘導
員の配置 

・ 混雑時間帯
を可能な限
り避けた車
両運行計画
の立案 

 

無 
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表 12-42 評価結果等の一覧 

項
目 

予測結果 評価結果 
他の項目へ
の間接影響
の有無 

環境保全措置 

環境保
全措置
による
他の項
目への
影響の
有無 

地
域
交
通 

【施設の存在・供用に伴う地域交通への
影響】 
1.交通量 
供用時の交通量は、供用時において事

業実施区域周辺での大規模開発等交通
量に変更を生じる状況は予定されてい
ないため、現況交通量を採用した。廃棄
物運搬車両等の関係車両台数は、計画処
理量を処理するにあたり 1 日あたり
1,214 台の計画である。  
関係車両の走行によって現況交通量の

1.2～6.3％の増加となると予測される。 
 
2.交通流 
各地点の交差点需要率（飽和度）の変

化は、各交差点に関係車両の交通量を付
加した場合でも変化は軽微であると予
測される。 
 

3.バス走行時間 
当該地域を走行するバスの本数は比

較的少なく、ピーク時で時間あたり 5
本となる。交差点交通量の変化は前掲の
とおりであり、現況と比較した増加の程
度は大きくはない。 
廃棄物運搬車両等の関係車両の走行に

よっても、現況の交通状況を大きく変化
させることはないと考えられることか
ら、バス走行時間に対する影響は軽微で
あると予測される。 
 

4.交通安全 
事業実施区域の道路においては、縁石

による歩車分離が行われるなど交通安
全措置が施されている。廃棄物運搬車両
等の関係車両の走行にあたっては、法定
速度での走行など安全に配慮した走行
を行うほか、廃棄物運搬車両のドライバ
ー（許可業者含む）への安全教育により、
歩行者等の安全の確保を図ることとし
ている。 
したがって、関係車両の走行により、

地域の交通安全に与える影響は軽微で
あると予測される。 

（回避・低減
の観点） 
関係車両の

走行に伴う地
域交通への影
響の予測の結
果、環境保全
措置の実施等
により、地域
交通への影響
は軽微である
と 予 測 さ れ
た。 
し た が っ

て、関係車両
の走行に伴う
地域交通への
影響は、事業
者の実行可能
な範囲内でで
きる限り低減
されているも
のと考える。 
 

無 （低減措置） 
・ 法定速度で

の走行やア
イドリング
ストップな
ど適切な運
転指導を徹
底する。 

・ 混雑時間帯
を可能な限
り避けた車
両運行計画
の立案 

・ 地域住民が
利用する通
学路や自然
とのふれあ
いの場付近
など、人が
集まる施設
を示した位
置図等を配
布 す る な
ど、安全に
関する情報
の共有を図
る。 

 

無 
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表 12-43 評価結果等の一覧 

項
目 

予測結果 評価結果 
他の項目へ
の間接影響
の有無 

環境保全措置 

環境保
全措置
による
他の項
目への
影響の
有無 

安
全 

【施設の存在・供用による安全への
影響】 
1.危険物の火災及び爆発に対する
安全性の確保の程度 
 本事業において取り扱う危険物
等の種類は、助燃材等として活用す
る「都市ガス」に加え、各種機械の
潤滑油や作動油等の油類がある。 
これらについては、対象となる法

律等に基づき適正な保管・管理を行
う計画であり、漏洩や拡散のおそれ
はないと考えられる。 
 加えて、本事業で採用予定のｆス
トーカ炉は、国内で多くの実績を有
する方式であり、安全性確保の対象
となる危険物の漏洩等により周辺
地域の安全性確保に影響を及ぼし
た事例は知られていない。 
計画施設は、従来の施設と同水準

以上の施設計画とすることから、危
険物の漏洩及び拡散に対する安全
性は確保されると予測される。 

 
2.危険物の漏洩及び拡散に対する
安全性の確保の程度 
 本事業では、計画施設内で廃棄物
を焼却する際に、ダイオキシン類等
を含む焼却灰や飛灰等が発生する。 
施設全体として密閉構造にする

こと、施設内を負圧に保ち施設外へ
の拡散を抑制すること、飛灰等の積
み込みについても屋内で実施する
ことなど設備構造面での対策のほ
か、飛灰の固化等飛散防止のための
運転管理上の措置を講じることで、
危険物の漏洩及び拡散に対する安
全性は確保されると予測される。 

（回避・低減の観
点） 
本事業の実施に

伴う安全確保への
影響を回避・低減
するため、環境保
全措置を実施す
る。このことによ
り、危険物による
火災及び爆発、漏
洩及び拡散による
影響の回避・低減
に努める。 
したがって、施

設の存在・供用に
伴う安全への影響
は、事業者の実行
可能な範囲内でで
きる限り回避・低
減されているもの
と考えられる。 

 
（基準・目標との
整合性の観点） 
本事業の実施に

伴う安全を確保す
るため、事業の実
施に際しては「さ
いたま市地域防災
計画」を順守した
施設の計画及び運
用を行う。 
したがって、施

設の存在・供用に
伴う安全への影響
は、整合を図るべ
き基準、目標等と
の整合が図られて
いるものと考えら
れる。 

無 （回避措置） 
・ 危険物の種

類に応じた
適 切 な 保
管・管理方
法の採用 

・ 信頼性の高
い処理方式
採用 

・ 危険物等が
漏洩しない
設備構造の
採用 

・ 危険物等が
漏洩・拡散
しない運転
管理の実施 

 

無 
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第13章 事後調査の計画 

13.1 事後調査項目並びに選定項目のうち事後調査項目から除外する項目及

びその理由 

13.1.1 事後調査項目の選定 

環境影響評価項目に選定した項目のうち、事後調査を実施する項目の選定結果は、表 13.1-1（1）

～（2）示すとおりである。 

表 13.1-1（1） 事後調査項目の選定（1/2） 

環境影響評価項目 環境影響要因 

事後調査項目選定 

環境調査 

対象事業又は

環境保全措置

の実施状況の

確認 

大気質 二酸化窒素 工事 建設機械の稼働 ○ ○ 

工事用車両の走行 ○ ○ 

存在・供用 施設の稼働に伴う排出ガス ○ ○ 

廃棄物運搬車両等の走行 ○ ○ 

浮遊粒子状物質 工事 工事用車両の走行 ○ ○ 

存在・供用 施設の稼働に伴う排出ガス ○ ○ 

廃棄物運搬車両等の走行 ○ ○ 

粉じん 工事 建設機械の稼働 × ○ 

ダイオキシン類 工事 

(解体工事) 

解体工事に伴うダイオキシン類

の飛散 
× ○ 

騒音・低周

波音 

騒音 工事 建設機械の稼働 ○ ○ 

工事用車両の走行 ○ ○ 

工事 

(解体工事) 

建設機械の稼働 
○ ○ 

存在・供用 施設の稼働 ○ ○ 

廃棄物運搬車両等の走行 ○ ○ 

低周波音 存在・供用 施設の稼働 ○ ○ 

振動 振動 工事 建設機械の稼働 ○ ○ 

工事用車両の走行 ○ ○ 

存在・供用 施設の稼働 ○ ○ 

廃棄物運搬車両等の走行 ○ ○ 

悪臭 臭気指数 存在・供用 施設の稼働に伴う排出ガス ○ ○ 

特定悪臭物質 存在・供用 施設の稼働に伴う臭気の漏洩 ○ ○ 

水質 公共用水域の水質 工事 建設工事に伴う濁水の発生 〇 ○ 

存在・供用 施設の稼働に伴う排水 

〇 ○ 

底質 工事 建設工事に伴う濁水の発生 〇 ○ 

存在・供用 施設の稼働に伴う排水 〇 ○ 

水象 地下水の水位 工事 建設工事に伴う地下水位の変化 × ○ 

存在・供用 施設の存在による地下水位の変

化 
× ○ 

河川の流量 工事 建設工事に伴う土地の改変 × ○ 
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表 13.1-1（2）事後調査項目の選定(2/2) 

環境影響評価項目 環境影響要因 

事後調査項目選定 

環境調査 

対象事業又は

環境保全措置

の実施状況の

確認 

土壌 ダイオキシン類 工事 土地の改変に伴うダイオキシン

類の漏出 
× ○ 

存在・供用 施設の稼働に伴う排出ガス ○ ○ 

動物 保全すべき種 工事 建設機械の稼働 × ○ 

建設工事に伴う濁水の発生 × ○ 

存在・供用 施設の稼働 × ○ 

土地の面的な占有 × ○ 

植物 保全すべき種 工事 建設工事に伴う土地の改変 × ○ 

存在・供用 土地の面的な占有 × ○ 

緑の量 存在・供用 土地の面的な占有 × ○ 

生態系 地域を特徴づける

生態系 

工事 建設工事 × ○ 

存在・供用 土地の面的な占有 × ○ 

景観 眺望景観 存在・供用 施設の存在 × ○ 

自然とのふ

れあいの場 

自然とのふれあい

の場 

工事 工事用車両の走行 × ○ 

存在・供用 廃棄物運搬車両等の走行 × ○ 

日照阻害 日影の状況 存在・供用 施設の存在 × ○ 

電波障害 電波受信状況 存在・供用 施設の存在 × ○ 

廃棄物等 残土 工事 建設工事 × ○ 

廃棄物 工事 建設工事 × ○ 

存在・供用 施設の稼働 × ○ 

雨水・排水処理 存在・供用 施設の稼働 × ○ 

温室効果ガ

ス等 

温室効果ガス 存在・供用 施設の稼働 
× ○ 

コミュニテ

ィ 

コミュニティ施設 工事 建設機械の稼働 × ○ 

工事用車両の走行 × ○ 

存在・供用 施設の稼働 × ○ 

廃棄物運搬車両等の走行 × ○ 

地域交通 自動車交通 工事 工事用車両の走行 × ○ 

存在・供用 廃棄物運搬車両等の走行 × ○ 

安全 危険物 存在・供用 危険物の漏洩・拡散 × ○ 

危険物の火災・爆発 × ○ 

注）○:事後調査を実施する項目、×:事後調査を実施しない項目 
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13.1.2 事後調査項目から除外する項目及びその理由 

環境影響評価項目に選定した項目のうち、事後調査項目から除外する項目及びその理由は、表

13.1-2(1)～(2)に示すとおりである。 

 

表 13.1-2（1） 事後調査項目から除外する項目及びその理由(1/2) 
環境影響評価項目 環境影響要因 調査区分 除外する理由 

大気質 粉じん 工事 建設機械の稼働 環境調査 工事中の環境保全措置の実施状況の確

認により予測結果の妥当性を把握する 

ダイオキシン

類 

工事 

（解体工

事） 

解体工事に伴う

ダイオキシン類

の飛散 

環境調査 施設解体に伴うダイオキシン類調査及

び対策の実施状況により把握する 

水象 地下水の水位 工事 建設工事に伴う

地下水位の変化 

環境調査 工事中の環境保全措置の実施状況の確

認により予測結果の妥当性を把握する 

存在・供用 施設の存在によ

る地下水位の変

化 

環境調査 施設によるモニタリング結果により予

測結果の妥当性を把握する 

河川の流量 工事 建設工事に伴う

土地の改変 

環境調査 工事中の環境保全措置の実施状況の確

認により予測結果の妥当性を把握する 

土壌 ダイオキシン

類 

工事 土地の改変に伴

うダイオキシン

類の漏出 

環境調査 施設解体に伴うダイオキシン類調査及

び対策の実施状況により把握する 

動物 保全すべき種 工事 建設機械の稼働 環境調査 工事中の騒音に係る環境保全措置の実

施状況の確認により予測結果の妥当性

を把握する 

建設工事に伴う

濁水の発生 

環境調査 工事中の濁水発生対策に係る環境保全

措置の実施状況の確認により予測結果

の妥当性を把握する 

存在・供用 施設の稼働 環境調査 施設稼動時の騒音発生に係る環境保全

措置の実施状況の確認により予測結果

の妥当性を把握する 

土地の面的な占

有 

環境調査 土地の改変による影響が生じる恐れの

ある事業実施区域内の状況について、環

境保全措置の実施状況の確認により予

測結果の妥当性を把握する 

植物 保全すべき種 工事 建設工事に伴う

土地の改変 

環境調査 土地の改変による影響が生じる恐れの

ある事業実施区域内の状況について、環

境保全措置の実施状況の確認により予

測結果の妥当性を把握する 

存在・供用 土地の面的な占

有 

環境調査 土地の改変による影響が生じる恐れの

ある事業実施区域内の状況について、環

境保全措置の実施状況の確認により予

測結果の妥当性を把握する 

緑の量 存在・供用 土地の面的な占

有 

環境調査 敷地内の緑地の配置に係る環境保全措

置の実施状況の確認により予測結果の

妥当性を把握する 
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表 13.1-2（2） 事後調査項目から除外する項目及びその理由(2/2) 
環境影響評価項目 環境影響要因 調査区分 除外する理由 

生態系 地域を特徴

づける生態

系 

工事 建設工事 環境調査 土地の改変による影響が生じる恐れの

ある事業実施区域内の状況について、環

境保全措置の実施状況の確認により予

測結果の妥当性を把握する 

存在・供用 土地の面的な占有 環境調査 土地の改変による影響が生じる恐れの

ある事業実施区域内の状況について、環

境保全措置の実施状況の確認により予

測結果の妥当性を把握する 

景観 眺望景観 存在・供用 施設の存在 環境調査 環境保全措置の実施状況の確認により

予測結果の妥当性を把握する 

自然とのふ

れあいの場 

自然とのふ

れあいの場 

工事 工事用車両の走行 環境調査 環境保全措置の実施状況の確認により

予測結果の妥当性を把握する 

存在・供用 廃棄物運搬車両等

の走行 

環境調査 環境保全措置の実施状況の確認により

予測結果の妥当性を把握する 

日照阻害 日影の状況 存在・供用 施設の存在 環境調査 環境保全措置の実施状況の確認により

予測結果の妥当性を把握する 

電波障害 電波受信状

況 

存在・供用 施設の存在 環境調査 環境保全措置の実施状況の確認により

予測結果の妥当性を把握する 

廃棄物等 残土 工事 建設工事 環境調査 環境保全措置の実施状況の確認により

把握すべき項目である 

廃棄物 工事 建設工事 環境調査 環境保全措置の実施状況の確認により

把握すべき項目である 

存在・供用 施設の稼働 環境調査 環境保全措置の実施状況の確認により

把握すべき項目である 

雨水・排水処

理 

存在・供用 施設の稼働 環境調査 環境保全措置の実施状況の確認により

把握すべき項目である 

温室効果ガ

ス等 

温室効果ガ

ス 

存在・供用 施設の稼働 環境調査 対象事業の実施状況及び環境保全措置

の実施状況により予測結果の妥当性を

把握する 

コミュニテ

ィ 

コミュニテ

ィ施設 

工事 建設機械の稼働 環境調査 環境保全措置の実施状況の確認により

予測結果の妥当性を把握する 

工事用車両の走行 環境調査 環境保全措置の実施状況の確認により

予測結果の妥当性を把握する 

存在・供用 施設の稼働 環境調査 環境保全措置の実施状況の確認により

予測結果の妥当性を把握する 

廃棄物運搬車両等

の走行 

環境調査 環境保全措置の実施状況の確認により

予測結果の妥当性を把握する 

地域交通 自動車交通 工事 工事用車両の走行 環境調査 環境保全措置の実施状況の確認により

予測結果の妥当性を把握する 

存在・供用 廃棄物運搬車両等

の走行 

環境調査 環境保全措置の実施状況の確認により

予測結果の妥当性を把握する 

安全 危険物 存在・供用 危険物の漏洩・拡

散 

環境調査 危険物対策の実施状況により把握すべ

き項目である 

危険物の火災・爆

発 

環境調査 危険物対策の実施状況により把握すべ

き項目である 

 

 



 

 

 

13-5 

 1
3
.
2
 
調

査
方

法
等

 

事
後
調
査
方
法
は
、
表

 1
3.

2-
1（

1）
～

（
10

）
に
示

す
と
お
り
で
あ
る
。
 

 

表
 
13

.2
-1
（

1）
 
事
後
調
査
方
法
(
1
/
1
0
)
 

項 目
 

調
査
 

時
期
 

環
境

調
査
 

対
象

事
業
の

実
施

状
況

又
は

環
境

保
全

措
置

の
実

施
状

況
の

調
査

 

調
査

項
目
 

調
査

地
点
 

調
査
方
法
 

調
査

項
目
 

調
査

方
法
 

大 気 質  

工 事 中  

建
設

機
械

の
稼

働
に

よ
る

大
気

質
へ
の

影
響

 
・

二
酸

化
窒

素
(N

O
2)

 

現
地

調
査
地
点

 
図

10
.1

-3
 

【
二
酸
化
窒
素
】
 

・
調
査
時
期
:
建
設
工
事
中
 

・
調
査
頻
度
:4

季
（
各

1週
間
）
 

・
調
査
方
法
:
二
酸
化
窒
素
に
係
る
環
境
基
準
に
つ

い
て
 

・
環

境
保
全

措
置

の
実

施
状

況
 

【
環

境
保
全

措
置

の
実

施
状

況
】

 

・
調
査
期
間
:
 
工
事
中
 

・
調
査
方
法
:
 
関
係
資
料
の
収
集
・
整
理

及
び

現
地
調

査
（

写
真

撮
影

等
）

 

建
設

機
械
の

稼
働

に
よ

る

大
気

質
へ
の

影
響

 
・

粉
じ

ん
 

－
 

－
 

・
環

境
保
全

措
置

の
実

施
状

況
 

【
環

境
保
全

措
置

の
実

施
状

況
】

 

・
調
査
期
間
:
 
工
事
中
 

・
調
査
方
法
:
 
関
係
資
料
の
収
集
・
整
理

及
び

現
地
調

査
（

写
真

撮
影

等
）

 

工
事

用
車
両

の
走

行
に

伴

う
大

気
質
へ

の
影

響
 

・
二

酸
化
窒

素
(N

O
2)

 
・

浮
遊

粒
子

状
物

質

（
S

P
M
）

 
・

交
通

量
 

現
地

調
査
地
点

 
図

10
.1

-1
3 

【
二
酸
化
窒
素
、
浮
遊
粒
子
状
物
質
】
 

・
調
査
時
期

:建
設
工
事
中

 
・
調
査
頻
度

:4
季
（
各

1週
間
）

 
・
調
査
方
法

:二
酸
化
窒
素
に
係
る
環
境
基
準
に
つ

い
て
、
大
気
汚
染
に
係
る
環
境
基
準
に
つ
い
て

 
【
交
通
量
】

 
・
調
査
時
期
：
工
事
用
車
両
の
最
大
走
行
時
点

 
・
調
査
頻
度
：

1回
（

24
時
間
）

 
・
調
査
方
法
：
直
接
計
数
 

・
環

境
保
全

措
置

の
実

施
状

況
 

【
環

境
保
全

措
置

の
実

施
状

況
】

 

・
調
査
期
間
:
 
工
事
中
 

・
調
査
方
法
:
 
関
係
資
料
の
収
集
・
整
理

及
び

現
地
調

査
（

写
真

撮
影

等
）

 

解
体

撤
去
に

伴
う

大
気

質

へ
の

影
響
 

・
ダ

イ
オ
キ

シ
ン

類
 

－
 

－
 

・
環

境
保
全

措
置

の
実

施
状

況
 

【
環

境
保
全

措
置

の
実

施
状

況
】

 

・
調
査
期
間
:
 
工
事
中
 

・
調
査
方
法
:
 
ダ
イ
オ
キ
シ
ン
類
調
査
結

果
等

関
係
資

料
の

収
集
・
整
理
及

び
現

地
調

査
（
写

真
撮

影
等

）
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表
 
13

.2
-1
（

2）
 
事
後
調
査
方
法
(
2
/
1
0
)
 

項 目
 

調
査
 

時
期
 

環
境

調
査
 

対
象

事
業
の

実
施

状
況

又
は

環
境

保
全

措
置

の
実

施
状

況
の

調
査

 

調
査

項
目
 

調
査

地
点
 

調
査
方
法
 

調
査

項
目
 

調
査

方
法
 

 

供 用 時  

施
設

の
稼
働

に
伴

う
大

気

質
へ

の
影
響

 
・

二
酸

化
窒

素
(N

O
2)

 
・

浮
遊

粒
子

状
物

質

（
S

P
M
）

 
・

二
酸

化
硫

黄
（

S
O

2）
 

・
塩

化
水
素

（
H

C
l）

 
・
ダ

イ
オ
キ

シ
ン

類
 

・
水

銀
（

H
g）

 

現
地

調
査
地
点

 
図

10
.1

-2
0 

【
二
酸
化
窒
素
等
】

 
・
調
査
時
期

:施
設
の
安
定
稼
働
時

 
・
調
査
頻
度

:4
季
（
各

1週
間
）

 
・
調
査
方
法

:二
酸
化
窒
素
に
係
る
環
境
基
準
に
つ

い
て
、
大
気
汚
染
に
係
る
環
境
基
準
に
つ
い
て
、

大
気
汚
染
物
質
測
定
法
、
ダ
イ
オ
キ
シ
ン
類
に
係

る
大
気
環
境
調
査
マ
ニ
ュ
ア
ル
、
有
害
大
気
汚
染

物
質
測
定
方
法
マ
ニ
ュ
ア
ル

 

・
環

境
保
全

措
置

の
実

施
状

況
 

【
環

境
保
全

措
置

の
実

施
状

況
】

 

・
調
査
期
間
:
 
施
設
の
安
定
稼
働
時
 

・
調
査
方
法
:
 
排
ガ
ス
処
理
の
モ
ニ
タ
リ

ン
グ

結
果
等

関
係

資
料

の
収

集
・
整
理

及
び

現
地
調

査
（

写
真

撮
影

等
）

 

関
係

車
両
の

走
行

に
伴

う

大
気

質
へ
の

影
響

 
・

二
酸

化
窒

素
(N

O
2)

 
・

浮
遊

粒
子

状
物

質

（
S

P
M
）

 
・

交
通

量
 

現
地

調
査
地
点

 
図

10
.1

-1
3 

【
二
酸
化
窒
素
等
】

 
・
調
査
時
期

:施
設
の
安
定
稼
働
時

 
・
調
査
頻
度

:4
季
（
各

1週
間
）

 
・
調
査
方
法

:二
酸
化
窒
素
に
係
る
環
境
基
準
に
つ

い
て
、
大
気
汚
染
に
係
る
環
境
基
準
に
つ
い
て

 
【
交
通
量
】

 
・
調
査
時
期
：
施
設
の
安
定
稼
働
時

 
・
調
査
頻
度
：

1回
（

24
時
間
）

 
・
調
査
方
法
：
直
接
計
数

 

・
環

境
保
全

措
置

の
実

施
状

況
 

【
環

境
保
全

措
置

の
実

施
状

況
】

 

・
調
査
期
間
:
 
施
設
の
安
定
稼
働
時
 

・
調
査
方
法
:
 
関
係
資
料
の
収
集
・
整
理

及
び

現
地
調

査
（

写
真

撮
影

等
）

 

騒 音 ・ 低 周 波 音  

工 事 中  

建
設

機
械
の

稼
働

に
伴

う

騒
音

の
影
響

 
・

建
設

作
業

騒
音

 

現
地

調
査
地
点

 
図

10
.2

-1
 

【
建
設
作
業
騒
音
】

 
・
調
査
時
期

:建
設
機
械
の
最
大
稼
働
時
点

 
・
調
査
頻
度
：

1回
（
昼
間
の
時
間
帯
）

 
・
調
査
方
法
：
騒
音
に
係
る
環
境
基
準
に
つ
い
て

 

・
環

境
保
全

措
置

の
実

施
状

況
 

【
環

境
保
全

措
置

の
実

施
状

況
】

 

・
調
査
期
間
:
 
工
事
中
 

・
調
査
方
法
:
 
関
係
資
料
の
収
集
・
整
理

及
び

現
地
調

査
（

写
真

撮
影

等
）

 

工
事

用
車
両

の
走

行
に

伴

う
騒

音
の
影

響
 

・
自

動
車
交

通
騒

音
 

・
交

通
量

 

現
地

調
査
地
点

 
図

10
.2

-2
 

【
自
動
車
交
通
騒
音
】

 
・
調
査
時
期

:工
事
用
車
両
の
最
大
走
行
時
点

 
・
調
査
頻
度

:1
回

(2
4時

間
) 

・
調
査
方
法

:騒
音
に
係
る
環
境
基
準
に
つ
い
て
に

定
め
る
測
定
方
法
と
す
る
。

 
【
交
通
量
】

 
・
調
査
時
期
：
工
事
用
車
両
の
最
大
走
行
時
点

 
・
調
査
頻
度
：

1回
（

24
時
間
）

 
・
調
査
方
法
：
直
接
計
数

 

・
環

境
保
全

措
置

の
実

施
状

況
 

【
環

境
保
全

措
置

の
実

施
状

況
】

 

・
調
査
期
間
:
 
工
事
中
 

・
調
査
方
法
:
 
関
係
資
料
の
収
集
・
整
理

及
び

現
地
調

査
（

写
真

撮
影

等
）
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表
 
13

.2
-1
（

3）
 
事
後
調
査
方
法
(
3
/
1
0
)
 

項 目
 

調
査
 

時
期
 

環
境

調
査
 

対
象

事
業
の

実
施

状
況

又
は

環
境

保
全

措
置

の
実

施
状

況
の

調
査

 

調
査

項
目
 

調
査

地
点
 

調
査
方
法
 

調
査

項
目
 

調
査

方
法
 

 

工 事 中 （ 解 体 ） 

建
設

機
械
の

稼
働

に
伴

う

騒
音

の
影
響

 
・

建
設

作
業

騒
音

 

現
地

調
査
地
点

 
図

10
.2

-1
 

【
建
設
作
業
騒
音
】

 
・
調
査
時
期

:建
設
機
械
の
最
大
稼
働
時
点

 
・
調
査
頻
度
：

1回
（
昼
間
の
時
間
帯
）

 
・
調
査
方
法
：
騒
音
に
係
る
環
境
基
準
に
つ
い
て

 

・
環

境
保
全

措
置

の
実

施
状

況
 

【
環

境
保
全

措
置

の
実

施
状

況
】

 
・

調
査

期
間

: 
工

事
中

 
・
調

査
方

法
: 
関

係
資

料
の

収
集
・
整

理

及
び

現
地
調

査
（

写
真

撮
影

等
）

 

供 用 時  

施
設

の
稼
働

に
伴

う
騒

音

の
影

響
 

・
施

設
稼
働

騒
音

 
・

低
周

波
音

 

現
地

調
査
地
点

 
図

10
.2

-1
 

【
施
設
稼
働
騒
音
】

 
・
調
査
時
期
：
施
設
の
安
定
稼
働
時

 
・
調
査
頻
度
：

1回
（

24
時
間
）

 
・
調
査
方
法
：
騒
音
に
係
る
環
境
基
準
に
つ
い
て

 
【
低
周
波
音
】

 
・
調
査
時
期
：
施
設
の
安
定
稼
働
時

 
・
調
査
頻
度
：

1回
（

24
時
間
）

 
・
調
査
方
法
：
低
周
波
音
の
測
定
方
法
に
関
す
る
マ

ニ
ュ
ア
ル

 

・
環

境
保
全

措
置

の
実

施
状

況
 

【
環

境
保
全

措
置

の
実

施
状

況
】

 
・

調
査

期
間

: 
施

設
の

安
定

稼
働

時
 

・
調

査
方

法
: 
関

係
資

料
の

収
集
・
整

理

及
び

現
地
調

査
（

写
真

撮
影

等
）

 

関
係

車
両
の

走
行

に
伴

う

騒
音

の
影
響

 
・

自
動

車
交

通
騒

音
 

・
交

通
量

 

現
地

調
査
地
点

 
図

10
.2

-2
 

【
自
動
車
交
通
騒
音
】

 
・
調
査
時
期
：
施
設
の
安
定
稼
働
時

 
・
調
査
頻
度
：

1回
(2

4時
間

) 
・
調
査
方
法
：
騒
音
に
係
る
環
境
基
準
に
つ
い
て
に

定
め
る
測
定
方
法
と
す
る
。

 
【
交
通
量
】

 
・
調
査
時
期
：
施
設
の
安
定
稼
働
時

 
・
調
査
頻
度
：

1回
（

24
時
間
）

 
・
調
査
方
法
：
直
接
計
数

 

・
環

境
保
全

措
置

の
実

施
状

況
 

【
環

境
保
全

措
置

の
実

施
状

況
】

 
・

調
査

期
間

: 
施

設
の

安
定

稼
働

時
 

・
調

査
方

法
: 
関

係
資

料
の

収
集
・
整

理

及
び

現
地
調

査
（

写
真

撮
影

等
）

 

振 動  

工 事 中  

建
設

機
械
の

稼
働

に
伴

う

振
動

の
影
響

 
・

建
設

作
業

振
動

 

現
地

調
査
地
点

 
図

10
.3

-1
 

【
建
設
作
業
振
動
】

 
・
調
査
時
期

:建
設
機
械
の
最
大
稼
働
時
点

 
・
調
査
頻
度
：

1回
（
昼
間
の
時
間
帯
）

 
・
調
査
方
法
：
振
動
レ
ベ
ル
測
定
方
法

 

・
環

境
保
全

措
置

の
実

施
状

況
 

【
環

境
保
全

措
置

の
実

施
状

況
】

 
・

調
査

期
間

: 
工

事
中

 
・
調

査
方

法
: 
関

係
資

料
の

収
集
・
整

理

及
び

現
地
調

査
（

写
真

撮
影

等
）
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表
 
13

.2
-1
（

4）
 
事
後
調
査
方
法
(
4
/
1
0
)
 

項 目
 

調
査
 

時
期
 

環
境

調
査
 

対
象

事
業
の

実
施

状
況

又
は

環
境

保
全

措
置

の
実

施
状

況
の

調
査

 

調
査

項
目
 

調
査

地
点
 

調
査
方
法
 

調
査

項
目
 

調
査

方
法
 

 

 

工
事

用
車
両

の
走

行
に

伴

う
振

動
の
影

響
 

・
自

動
車
交

通
振

動
 

・
交

通
量

 

現
地

調
査
地
点

 
図

10
.3

-2
 

【
自
動
車
交
通
振
動
】

 
・
調
査
時
期

:工
事
用
車
両
の
最
大
走
行
時
点

 
・
調
査
頻
度

:1
回

(2
4時

間
) 

・
調
査
方
法

:振
動
レ
ベ
ル
測
定
方
法

 
【
交
通
量
】

 
・
調
査
時
期
：
工
事
用
車
両
の
最
大
走
行
時
点

 
・
調
査
頻
度
：

1回
（

24
時
間
）

 
・
調
査
方
法
：
直
接
計
数

 

・
環

境
保
全

措
置

の
実

施
状

況
 

【
環

境
保
全

措
置

の
実

施
状

況
】

 
・

調
査

期
間

: 
工

事
中

 
・
調

査
方

法
: 
関

係
資

料
の

収
集
・
整

理

及
び

現
地
調

査
（

写
真

撮
影

等
）

 

供 用 時  

施
設

の
稼
働

に
伴

う
振

動

の
影

響
 

・
施

設
稼
働

振
動

 

現
地

調
査
地
点

 
図

10
.3

-1
 

【
施
設
稼
働
振
動
】

 
・
調
査
時
期
：
施
設
の
安
定
稼
働
時

 
・
調
査
頻
度
：

1回
（

24
時
間
）

 
・
調
査
方
法
：
振
動
レ
ベ
ル
測
定
方
法

 

・
環

境
保
全

措
置

の
実

施
状

況
 

【
環

境
保
全

措
置

の
実

施
状

況
】

 
・

調
査

期
間

: 
施

設
の

安
定

稼
働

時
 

・
調

査
方

法
: 
関

係
資

料
の

収
集
・
整

理

及
び

現
地
調

査
（

写
真

撮
影

等
）

 

関
係

車
両
の

走
行

に
伴

う

振
動

の
影
響

 
・

自
動

車
交

通
振

動
 

・
交

通
量

 

現
地

調
査
地
点

 
図

10
.3

-2
 

【
自
動
車
交
通
振
動
】

 
・
調
査
時
期
：
施
設
の
安
定
稼
働
時

 
・
調
査
頻
度
：

1回
(2

4時
間

) 
・
調
査
方
法
：
振
動
レ
ベ
ル
測
定
方
法

 
【
交
通
量
】

 
・
調
査
時
期
：
施
設
の
安
定
稼
働
時

 
・
調
査
頻
度
：

1回
（

24
時
間
）

 
・
調
査
方
法
：
直
接
計
数

 

・
環

境
保
全

措
置

の
実

施
状

況
 

【
環

境
保
全

措
置

の
実

施
状

況
】

 
・

調
査

期
間

: 
施

設
の

安
定

稼
働

時
 

・
調

査
方

法
: 
関

係
資

料
の

収
集
・
整

理

及
び

現
地
調

査
（

写
真

撮
影

等
）

 

悪 臭  

供 用 時  

施
設

の
煙
突

か
ら

の
排

出

ガ
ス

に
よ
る

悪
臭

の
影

響
 

・
臭

気
指
数

 

現
地

調
査
地
点

 
図

10
.4

-1
 

【
臭
気
指
数
】

 
・
調
査
時
期

:施
設
の
安
定
稼
働
時

 
・
調
査
頻
度

:2
季
（
夏
季
、
梅
雨
時
）

 
・
調
査
方
法

: 
さ
い
た
ま
市
生
活
環
境
の
保
全
に
関

す
る
条
例

 

・
環

境
保
全

措
置

の
実

施
状

況
 

【
環

境
保
全

措
置

の
実

施
状

況
】

 
・

調
査

期
間

: 
施

設
の

安
定

稼
働

時
 

・
調

査
方

法
: 
臭

気
処

理
の

モ
ニ

タ
リ

ン

グ
結

果
等
関

係
資

料
の

収
集
・
整

理
及

び
現

地
調
査

（
写

真
撮

影
等

）
 

施
設

か
ら
の

臭
気

の
漏

洩

に
伴

う
悪
臭

の
影

響
 

・
臭

気
指
数

 
・

特
定

悪
臭

物
質

濃
度

 

現
地

調
査
地
点

 
図

10
.4

-2
 

【
臭
気
指
数
・
特
定
悪
臭
物
質
】

 
・
調
査
時
期

:施
設
の
安
定
稼
働
時

 
・
調
査
頻
度

:2
季
（
夏
季
、
梅
雨
時
）

 
・
調
査
方
法

:さ
い
た
ま
市
生
活
環
境
の
保
全
に
関

す
る
条
例
、
特
定
悪
臭
物
質
の
測
定
方
法

 

・
環

境
保
全

措
置

の
実

施
状

況
 

【
環

境
保
全

措
置

の
実

施
状

況
】

 
・

調
査

期
間

: 
施

設
の

安
定

稼
働

時
 

・
調

査
方

法
: 
臭

気
処

理
の

モ
ニ

タ
リ

ン

グ
結

果
等
関

係
資

料
の

収
集
・
整

理
及

び
現

地
調
査

（
写

真
撮

影
等

）
 



 

 

 

13-9 

表
 
13

.2
-1
（

5）
 
事
後
調
査
方
法
(
5
/
1
0
)
 

項 目
 

調
査
 

時
期
 

環
境

調
査
 

対
象

事
業
の

実
施

状
況

又
は

環
境

保
全

措
置

の
実

施
状

況
の

調
査

 

調
査

項
目
 

調
査

地
点
 

調
査
方
法
 

調
査

項
目
 

調
査

方
法
 

水 質  

工 事 中  

工
事

の
施
行

に
伴

う
水

域

の
水

質
へ
の

影
響

 
・

河
川

水
質

 
・

河
川

底
質

 

現
地

調
査
地
点

 
図

10
.5

-2
 

【
生
活
環
境
項
目
】

 
・
工
事
の
影
響
が
最
大
と
な
る
時
期
（
杭
打
ち
工

事
・
解
体
工
事
）

 
・
調
査
頻
度

:4
季

 
・
調
査
方
法

:水
質
汚
濁
に
係
る
環
境
基
準
に
つ
い

て
 

【
健
康
項
目
・
ダ
イ
オ
キ
シ
ン
類
】

 
・
調
査
時
期

:  
工
事
の
影
響
が
最
大
と
な
る
時
期

（
杭
打
ち
工
事
・
解
体
工
事
）

 
・
調
査
頻
度

:2
季
（
渇
水
期
、
豊
水
期
）

 
・
調
査
方
法

:水
質
汚
濁
に
係
る
人
の
健
康
の
保
護

に
関
す
る
環
境
基
準
の
測
定
方
法
及
び
要
監
視

項
目
の
測
定
に
つ
い
て
、
ダ
イ
オ
キ
シ
ン
類
に
よ

る
大
気
汚
染
、
水
質
の
汚
濁
及
び
土
壌
の
汚
染
に

係
る
環
境
基
準
に
つ
い
て

 
【
底
質
】

 
・
調
査
時
期

:  
工
事
の
影
響
が
最
大
と
な
る
時
期

（
杭
打
ち
工
事
・
解
体
工
事
）

 
・
調
査
頻
度

:2
季
（
渇
水
期
、
豊
水
期
）

 
・
調
査
方
法

:底
質
調
査
方
法
、
ダ
イ
オ
キ
シ
ン
類

に
よ
る
大
気
汚
染
、
水
質
の
汚
濁
及
び
土
壌
の
汚

染
に
係
る
環
境
基
準
に
つ
い
て

 

・
環

境
保
全

措
置

の
実

施
状

況
 

【
環

境
保
全

措
置

の
実

施
状

況
】

 

・
調
査
期
間
:
 
工
事
中
 

・
調
査
方
法
:
 
関
係
資
料
の
収
集
・
整
理

及
び

現
地
調

査
（

写
真

撮
影

等
）
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表
 
13

.2
-1
（

6）
 
事
後
調
査
方
法
(
6
/
1
0
)
 

項 目
 

調
査
 

時
期
 

環
境

調
査
 

対
象

事
業
の

実
施

状
況

又
は

環
境

保
全

措
置

の
実

施
状

況
の

調
査

 

調
査

項
目
 

調
査

地
点
 

調
査
方
法
 

調
査

項
目
 

調
査

方
法
 

 

供 用 時  

施
設

の
存
在

・
供

用
に

伴

う
水

質
へ
の

影
響

 
・

河
川

水
質

 
・

河
川

底
質

 

現
地

調
査
地
点

 
図

10
.5

-2
 

【
生
活
環
境
項
目
】

 
・
調
査
時
期

:施
設
の
安
定
稼
働
時

 
・
調
査
頻
度

:4
季

 
・
調
査
方
法

:水
質
汚
濁
に
係
る
環
境
基
準
に
つ
い

て
 

【
健
康
項
目
・
ダ
イ
オ
キ
シ
ン
類
】

 
・
調
査
時
期

:施
設
の
安
定
稼
働
時

 
・
調
査
頻
度

:2
季
（
渇
水
期
、
豊
水
期
）

 
・
調
査
方
法

:水
質
汚
濁
に
係
る
人
の
健
康
の
保
護

に
関
す
る
環
境
基
準
の
測
定
方
法
及
び
要
監
視

項
目
の
測
定
に
つ
い
て
、
ダ
イ
オ
キ
シ
ン
類
に
よ

る
大
気
汚
染
、
水
質
の
汚
濁
及
び
土
壌
の
汚
染
に

係
る
環
境
基
準
に
つ
い
て

 
【
底
質
】

 
・
調
査
時
期

:施
設
の
安
定
稼
働
時

 
・
調
査
頻
度

:2
季
（
渇
水
期
、
豊
水
期
）

 
・
調
査
方
法

:底
質
調
査
方
法
、
ダ
イ
オ
キ
シ
ン
類

に
よ
る
大
気
汚
染
、
水
の
汚
濁
及
び
土
壌
の
汚
染

に
係
る
環
境
基
準
に
つ
い
て

 

・
環

境
保
全

措
置

の
実

施
状

況
 

【
環

境
保
全

措
置

の
実

施
状

況
】

 
・

調
査

期
間

: 
施

設
の

安
定

稼
働

時
 

・
調

査
方

法
: 
排

水
処

理
の

モ
ニ

タ
リ

ン

グ
結

果
等
関

係
資

料
の

収
集
・
整

理
及

び
現

地
調
査

（
写

真
撮

影
等

）
 

水 象  

工 事 中  

工
事

の
施
行

に
伴

う
水

象

へ
の

影
響

 
・

地
下

水
位

 
－

 
－

 

・
環

境
保
全

措
置

の
実

施
状

況
 

【
環

境
保
全

措
置

の
実

施
状

況
】

 
・

調
査

期
間

: 
工

事
中

 
・
調

査
方

法
: 
関

係
資

料
の

収
集
・
整

理

及
び

現
地
調

査
（

写
真

撮
影

等
）

 

河
川

の
流
量
 

－
 

－
 

・
環

境
保
全

措
置

の
実

施
状

況
 

【
環

境
保
全

措
置

の
実

施
状

況
】

 

・
調
査
期
間
:
 
工
事
中
 

・
調
査
方
法
:
 
関
係
資
料
の
収
集
・
整
理

及
び

現
地
調

査
（

写
真

撮
影

等
）

 



 

 

 

13-11 

表
 
13

.2
-1
（

7）
 
事
後
調
査
方
法
(
7
/
1
0
)
 

項 目
 

調
査
 

時
期
 

環
境

調
査
 

対
象

事
業
の

実
施

状
況

又
は

環
境

保
全

措
置

の
実

施
状

況
の

調
査

 

調
査

項
目
 

調
査

地
点
 

調
査
方
法
 

調
査

項
目
 

調
査

方
法
 

 

供 用 時  

施
設

の
存
在

・
供

用
に

伴

う
水

象
へ
の

影
響

 

・
地

下
水
位
 

－
 

－
 

・
環

境
保
全

措
置

の
実

施
状

況
 

【
環

境
保
全

措
置

の
実

施
状

況
】

 

・
調
査
期
間
:
 
施
設
の
安
定
稼
働
時
 

・
調
査
方
法
:
 
施
設
の
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
結

果
等

関
係
資

料
の

収
集
・
整
理
及

び
現

地
調

査
（
写

真
撮

影
等

）
 

土 壌  

工 事 中  

工
事

の
施

行
に

伴
う

土
壌

汚
染

へ
の
影

響
 

・
ダ

イ
オ
キ

シ
ン

類
 

－
 

－
 

・
環

境
保
全

措
置

の
実

施
状

況
 

【
環

境
保
全

措
置

の
実

施
状

況
】

 

・
調
査
期
間
:
 
工
事
中
 

・
調
査
方
法
:
 
ダ
イ
オ
キ
シ
ン
類
調
査
結

果
等

関
係
資

料
の

収
集
・
整
理
及

び
現

地
調

査
（
写

真
撮

影
等

）
 

供 用 時  

施
設

の
煙
突

か
ら

の
排

出

ガ
ス

に
よ
る

影
響

 

・
ダ

イ
オ
キ

シ
ン

類
 

大
気

質
と
同
様
 

・
調
査
時
期

:施
設
の
安
定
稼
働
時

 
・
調
査
頻
度

:1
回

 
・
調
査
方
法

:ダ
イ
オ
キ
シ
ン
類
「
ダ
イ
オ
キ
シ
ン

類
に
係
る
土
壌
調
査
測
定
マ
ニ
ュ
ア
ル
」
 

・
環

境
保
全

措
置

の
実

施
状

況
 

【
環

境
保
全

措
置

の
実

施
状

況
】

 

・
調
査
期
間
:
 
施
設
の
安
定
稼
働
時
 

・
調
査
方
法
:
 
関
係
資
料
の
収
集
・
整
理

及
び

現
地
調

査
（

写
真

撮
影

等
）

 

動 物  

工 事 中  

工
事

の
施
行

に
伴

う
動

物

へ
の

影
響
 

・
保

全
す
べ

き
種

 
－
 

－
 

・
環

境
保
全

措
置

の
実

施
状

況
 

【
環

境
保
全

措
置

の
実

施
状

況
】

 

・
調
査
期
間
:
 
工
事
中
 

・
調
査
方
法
: 
関
係
資
料
の
収
集
・
整
理
及

び
現
地
調
査
（
写
真
撮
影
、
建
設
機
械

の
稼
働
状
況
、
濁
水
の
発
生
状
況
等
）
 

供 用 時  

施
設

の
存
在

・
供

用
に

伴

う
動

物
へ
の

影
響

 

・
保

全
す
べ

き
種

 
－
 

－
 

・
環

境
保
全

措
置

の
実

施
状

況
 

【
環

境
保
全

措
置

の
実

施
状

況
】

 

・
調
査
期
間
:
 
施
設
の
安
定
稼
働
時
 

・
調
査
方
法
:
 
関
係
資
料
の
収
集
・
整
理

及
び

現
地
調

査
（

写
真

撮
影

等
）

 

植 物  

工 事 中  

工
事

の
施
行

に
伴

う
植

物

へ
の

影
響
 

・
保

全
す
べ

き
種

 
－
 

－
 

・
環

境
保
全

措
置

の
実

施
状

況
 

【
環

境
保
全

措
置

の
実

施
状

況
】

 

・
調
査
期
間
:
 
工
事
中
 

・
調
査
方
法
:
 
関
係
資
料
の
収
集
・
整
理

及
び

現
地
調

査
（

写
真
撮

影
、
移

植
措

置
の

状
況
等

）
 

供 用 時  

施
設

の
存
在

・
供

用
に

伴

う
植

物
へ
の

影
響

 

・
保

全
す
べ

き
種

 
－
 

－
 

・
環

境
保
全

措
置

の
実

施
状

況
 

【
環

境
保
全

措
置

の
実

施
状

況
】

 

・
調
査
期
間
:
 
施
設
の
安
定
稼
働
時
 

・
調
査
方
法
:
 
関
係
資
料
の
収
集
・
整
理

及
び

現
地
調

査
（

写
真
撮

影
、
施

設
内

の
移

植
種
の

生
育

状
況

等
）
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表
 
13

.2
-1
（

8）
 
事
後
調
査
方
法
(
8
/
1
0
)
 

項 目
 

調
査
 

時
期
 

環
境

調
査
 

対
象

事
業
の

実
施

状
況

又
は

環
境

保
全

措
置

の
実

施
状

況
の

調
査

 

調
査

項
目
 

調
査

地
点
 

調
査
方
法
 

調
査

項
目
 

調
査

方
法
 

 

 

施
設

の
存
在

・
供

用
に

伴

う
植

物
へ
の

影
響

 

・
緑

の
量
 

－
 

－
 

・
環

境
保
全

措
置

の
実

施
状

況
 

【
環

境
保
全

措
置

の
実

施
状

況
】

 

・
調
査
期
間
:
 
施
設
の
安
定
稼
働
時
 

・
調
査
方
法
:
 
関
係
資
料
の
収
集
・
整
理

及
び

現
地
調

査
（

写
真
撮

影
、
施

設
内

の
緑

地
の
配

置
状

況
等

）
 

生 態 系  

工 事 中  

工
事

の
施

行
に

伴
う

生
態

系
へ

の
影
響
 

・
地

域
を

特
徴

づ
け

る
生

態
系
 

－
 

－
 

・
環

境
保
全

措
置

の
実

施
状

況
 

【
環

境
保
全

措
置

の
実

施
状

況
】

 

・
調
査
期
間
:
 
工
事
中
 

・
調
査
方
法
: 
関
係
資
料
の
収
集
・
整
理
及

び
現
地
調
査
（
写
真
撮
影
、
建
設
機
械

の
稼
働
状
況
、
濁
水
の
発
生
状
況
等
）
 

供 用 時  

施
設

の
存

在
・

供
用

に
伴

う
生

態
系
へ

の
影

響
 

・
地

域
を

特
徴

づ
け

る
生

態
系
 

－
 

－
 

・
環

境
保
全

措
置

の
実

施
状

況
 

【
環

境
保
全

措
置

の
実

施
状

況
】

 

・
調
査
期
間
:
 
施
設
の
安
定
稼
働
時
 

・
調
査
方
法
:
 
関
係
資
料
の
収
集
・
整
理

及
び

現
地
調

査
（

写
真

撮
影

等
）

 

景 観  

供 用 時  

施
設

の
存
在

・
供

用
に

伴

う
景

観
へ
の

影
響

 

・
眺

望
景
観
 

－
 

－
 

・
環

境
保
全

措
置

の
実

施
状

況
 

【
環

境
保
全

措
置

の
実

施
状

況
】

 

・
調
査
期
間
:
 
施
設
の
安
定
稼
働
時
 

・
調
査
方
法
:
 
関
係
資
料
の
収
集
・
整
理

及
び

現
地
調

査
（

写
真

撮
影

等
）

 

自 然 と の ふ れ あ い の 場  

工 事 中  

工
事

用
車
両

の
走

行
に

伴

う
自

然
と
の

ふ
れ

あ
い

の

場
へ

の
影
響
 

－
 

－
 

・
環

境
保
全

措
置

の
実

施
状

況
 

【
環

境
保
全

措
置

の
実

施
状

況
】

 

・
調
査
期
間
:
 
工
事
用
車
両
の
最
大
走
行

時
点
 

・
調
査
方
法
:
 
関
係
資
料
の
収
集
・
整
理

及
び

現
地
調

査
（

写
真
撮

影
、
工

事
用

車
両

の
走
行

の
状

況
等

）
 

供 用 時  

関
係

車
両
の

走
行

に
伴

う

自
然

と
の
ふ

れ
あ

い
の

場

へ
の

影
響
 

－
 

－
 

・
環

境
保
全

措
置

の
実

施
状

況
 

【
環

境
保
全

措
置

の
実

施
状

況
】

 

・
調
査
期
間
:
 
施
設
の
安
定
稼
働
時
 

・
調
査
方
法
:
 
関
係
資
料
の
収
集
・
整
理

及
び

現
地
調

査
（

写
真
撮

影
、
関

係
車

両
の

走
行
の

状
況

等
）
 

日 照 阻 害  

供 用 時  

施
設

の
存
在

・
供

用
に

伴

う
日

照
阻
害

の
影

響
 

－
 

－
 

・
環

境
保
全

措
置

の
実

施
状

況
 

【
環

境
保
全

措
置

の
実

施
状

況
】

 

・
調
査
期
間
:
 
施
設
の
安
定
稼
働
時
 

・
調
査
方
法
:
 
関
係
資
料
の
収
集
・
整
理

及
び

現
地
調

査
（

写
真

撮
影

等
）
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表
 
13

.2
-1
（

9）
 
事
後
調
査
方
法
(
9
/
1
0
)
 

項 目
 

調
査
 

時
期
 

環
境

調
査
 

対
象

事
業
の

実
施

状
況

又
は

環
境

保
全

措
置

の
実

施
状

況
の

調
査

 

調
査

項
目
 

調
査

地
点
 

調
査
方
法
 

調
査

項
目
 

調
査

方
法
 

電 波 障 害  

供 用 時  

施
設

の
存
在

・
供

用
に

伴

う
電

波
障
害

の
影

響
 

－
 

－
 

・
環

境
保
全

措
置

の
実

施
状

況
 

【
環

境
保
全

措
置

の
実

施
状

況
】

 

・
調
査
期
間
:
 
施
設
の
安
定
稼
働
時
 

・
調
査
方
法
:
 
関
係
資
料
の
収
集
・
整
理

及
び

現
地
調

査
（

写
真

撮
影

等
）

 

廃 棄 物 等  

工 事 中  

工
事

の
施
行

に
伴

う
廃

棄

物
等

の
影
響
 

・
残

土
の
発

生
状

況
 

・
廃

棄
物

の
発

生
状

況
残

土
 

－
 

－
 

・
環

境
保
全

措
置

の
実

施
状

況
 

【
環

境
保
全

措
置

の
実

施
状

況
】

 

・
調
査
期
間
:
 
工
事
中
 

・
調
査
方
法
:
 
関
係
資
料
の
収
集
・
整
理

及
び

現
地
調

査
（

写
真
撮

影
、
マ

ニ
フ

ェ
ス

ト
等
）
 

供 用 時  

施
設

の
稼
働

に
伴

う
廃

棄

物
等

の
影
響
 

・
廃

棄
物
の

発
生

状
況
 

・
雨

水
・
排

水
処

理
状

況
 

－
 

－
 

・
環

境
保
全

措
置

の
実

施
状

況
 

【
環

境
保
全

措
置

の
実

施
状

況
】

 

・
調
査
期
間
:
 
施
設
の
安
定
稼
働
時
 

・
調
査
方
法
:
 
関
係
資
料
の
収
集
・
整
理

及
び

現
地
調

査
（

写
真

撮
影

等
）

 

雨
水

・
排
水

処
理

 

－
 

－
 

・
環

境
保
全

措
置

の
実

施
状

況
 

【
環

境
保
全

措
置

の
実

施
状

況
】

 

・
調
査
期
間
:
 
施
設
の
安
定
稼
働
時
 

・
調
査
方
法
:
 
関
係
資
料
の
収
集
・
整
理

及
び

現
地
調

査
（

写
真

撮
影

等
）

 

温 室 効 果 ガ ス 等  

供 用 時  

施
設

の
存
在

・
供

用
に

伴

う
温

室
効
果

ガ
ス

の
影

響
 

－
 

－
 

・
対

象
事
業

の
実

施
状

況
 

・
環

境
保
全

措
置

の
実

施
状

況
 

【
対

象
事
業

の
実

施
状

況
】
 

・
調
査
期
間
:
施
設
の
安
定
稼
働
時
 

・
調
査
方
法
:
施
設
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費

量
等

に
基
づ

く
温

室
効

果
ガ

ス
排

出

の
推

計
 

【
環

境
保
全

措
置

の
実

施
状

況
】

 

・
調
査
期
間
:
 
施
設
の
安
定
稼
働
時
 

・
調
査
方
法
:
 
関
係
資
料
の
収
集
・
整
理

及
び

現
地
調

査
（

写
真

撮
影

等
）
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表
 
13

.2
-1
（

10
）
 
事
後

調
査
方
法
(
1
0
/
1
0
)
 

項 目
 

調
査
 

時
期
 

環
境

調
査
 

対
象

事
業
の

実
施

状
況

又
は

環
境

保
全

措
置

の
実

施
状

況
の

調
査

 

調
査

項
目
 

調
査

地
点
 

調
査
方
法
 

調
査

項
目
 

調
査

方
法
 

コ ミ ュ ニ テ ィ  

工 事 中  

工
事

の
施
行

に
伴

う
コ

ミ

ュ
ニ

テ
ィ
施

設
へ

の
影

響
 

・
建

設
機
械

の
稼

働
 

・
工

事
用
車

両
の

走
行
 

－
 

－
 

・
環

境
保
全

措
置

の
実

施
状

況
 

【
環

境
保
全

措
置

の
実

施
状

況
】

 

・
調
査
期
間
:
 
工
事
用
車
両
の
最
大
走
行

時
点
 

・
調
査
方
法
:
 
関
係
資
料
の
収
集
・
整
理

及
び

現
地
調

査
（

写
真
撮

影
、
施

設
関

係
者

へ
の
ヒ

ア
リ

ン
グ
、
建
設
機

械
の

稼
働

状
況
、
工
事

用
車

両
の

走
行

の
状

況
等

）
 

供 用 時  

施
設

の
稼
働

に
伴

う
コ

ミ

ュ
ニ

テ
ィ
施

設
へ

の
影

響
 

・
施

設
の
稼

働
 

・
関

係
車
両

の
走

行
 

－
 

－
 

・
環

境
保
全

措
置

の
実

施
状

況
 

【
環

境
保
全

措
置

の
実

施
状

況
】

 

・
調
査
期
間
:
 
施
設
の
安
定
稼
働
時
 

・
調
査
方
法
:
 
関
係
資
料
の
収
集
・
整
理

及
び

現
地
調

査
（

写
真
撮

影
、
施

設
関

係
者

へ
の
ヒ

ア
リ

ン
グ
、
関
係
車

両
の

走
行

の
状
況

等
）

 

地 域 交 通  

工 事 中  

工
事

用
車
両

の
走

行
に

伴

う
地

域
交
通

へ
の

影
響
 

・
交

差
点
交

通
量

 
－
 

－
 

・
環

境
保
全

措
置

の
実

施
状

況
 

【
環

境
保
全

措
置

の
実

施
状

況
】

 

・
調
査
期
間
:
 
工
事
用
車
両
の
最
大
走
行

時
点
 

・
調
査
方
法
:
 
関
係
資
料
の
収
集
・
整
理

及
び

現
地
調

査
（

写
真
撮

影
、
工

事
用

車
両

の
走
行

の
状

況
等

）
 

供 用 時  

関
係

車
両
の

走
行

に
伴

う

地
域

交
通
へ

の
影

響
 

・
交

差
点
交

通
量

 
－

 
－
 

・
環

境
保
全

措
置

の
実

施
状

況
 

【
環

境
保
全

措
置

の
実

施
状

況
】

 

・
調
査
期
間
:
 
施
設
の
安
定
稼
働
時
 

・
調
査
方
法
:
 
関
係
資
料
の
収
集
・
整
理

及
び

現
地
調

査
（

写
真
撮

影
、
関

係
車

両
の

走
行
の

状
況

等
）
 

安 全  

供 用 時  

施
設

の
稼
働

に
伴

う
安

全

へ
の

影
響
 

－
 

－
 

・
危

険
物
対

策
の

実
施

状
況
 

【
危

険
物
対

策
の

実
施

状
況

】
 

・
調
査
期
間
:
 
施
設
の
安
定
稼
働
時
 

・
調
査
方
法
:
 
関
係
資
料
の
収
集
・
整
理

及
び

現
地
調

査
（

写
真

撮
影

等
）
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13.3 事後調査の結果により環境影響の程度が著しいことが明らかになった

場合の対応方針 

事後調査の結果に基づき、予測及び評価の結果を検証し、事後調査の結果が予測結果と著しく異

なり、環境影響の程度が著しいことが明らかになった場合には、環境影響が著しくなった原因を究

明し、その環境影響が本事業に起因される可能性があると判断される場合は、事業者が主体となり、

必要に応じ関係機関及び専門家の助言・指導等を受けながら、速やかに適切な追加保全措置及び継

続的な監視調査等の対策を検討する。 

 

13.4 事後調査の実施体制 

13.4.1 事後調査書の提出時期 

(1) 工事中の事後調査 

工事開始から、事後調査の実施、工事中の事後調査書提出までの流れは以下のとおりであり、建

設工事中に第 1 回目の事後調査書を提出し、現有の東部環境センター解体工事とサーマルエネルギ

ーセンターが稼働する期間に工事中（稼働時含む）の第 2 回目の事後調査書を提出する計画である。 

 

①工事着工 

②各項目の調査時期・期間に調査実施 

③調査結果とりまとめ、予測結果との整合性検討 

④事後調査結果より環境影響の程度が著しいことが明らかになった場合は、適切な対策を検討する。 

⑤工事中の事後調査書提出 

 

・第１回目：建設工事中の事後調査書の提出（令和 5 年度中（2023 年度）） 

・第２回目：東部環境センター解体工事とサーマルエネルギーセンター稼働時の事後調査書の提出

（令和 9 年度中（2027 年度）） 

 

(2) 供用時の事後調査 

解体工事が完了し、対象施設のみが稼働する時期に影響を確認すべき項目について、施設のみが

稼働する時期から約 1 年半経過後までの期間に供用時の事後調査書を提出する計画である。 

 

①解体工事完了 

②計画建物が稼働を開始した時点で、各項目の調査時期・期間に調査実施 

③調査結果とりまとめ、予測結果との整合性検討 

④事後調査結果より環境影響の程度が著しいことが明らかになった場合は、適切な対策を検討する。 

 

・第３回目：供用時の事後調査書の提出（令和 10 年度中（2028 年度）） 
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13.4.2 事後調査を実施する主体 

事後調査の実施者は、都市計画決定権者であるさいたま市とする。 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 14 章 環境影響評価の受託者の名称、代表 

者の氏名及び主たる事務所の所在地 
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第14章 環境影響評価の受託者の名称、代表者の氏名及び主たる事務所の所

在地 

 調査計画書の委託を受けたもの（調査計画書受託者）及び環境影響評価の委託をうけたもの（環境影

響評価業務受託者）の名称、代表者の氏名及び主たる事務所の所在地は、表 14-1 に示すとおりである。 

 

表 14-1 調査計画書受託者及び環境影響評価業務受託者 

調査計画書受

託者 

受託者の名称：株式会社エイト日本技術開発

代表者の氏名：代表取締役社長 小谷裕司 

主たる事務所の所在地：岡山市北区津島京町 3-1-21 

環境影響評価

業務受託者 

受託者の名称：株式会社建設技術研究所  

代表者の氏名：代表取締役社長 中村哲己 

主たる事務所の所在地：東京都中央区日本橋浜町 3-21-1 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 15 章 準備書についての環境保全の見地か

らの意見を有する者の意見の概要 
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第15章 準備書についての環境の保全の見地からの意見を有する者の意見

の概要 

「さいたま市環境影響評価条例」第 15 条の規定に基づき、「準備書」の縦覧が行われた。準備書の縦

覧の概要は以下のとおりである。 

 

（準備書） 

公告・縦覧：令和元年（2019 年）12 月 9 日（月）から令和 2 年（2020 年）1 月 9 日（木）  

場所：市役所（環境対策課、環境施設整備課）、各区役所（情報公開コーナー）、各図書館、 

公民館（七里公民館、片柳公民館、岩槻本丸公民館、岩槻南部公民館、岩槻城址公民館） 

 

「さいたま市環境影響評価条例」第 17 条第 1 項の規定に基づき、事業者において、縦覧期間満了の

日から 2 週間を経過する日まで、準備書について環境の保全の見地からの意見を受け付けた。結果とし

て、期間中に意見の提出はなかった。 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 16 章 市長意見書に記載された意見 

 

  



16-1 

 

第16章 市長意見書に記載された意見 

 

「さいたま市サーマルエネルギーセンター整備事業環境影響評価準備書」に関し、「さいたま市環境

影響評価条例」（平成 15 年（2003 年）、条例第 32 号）第 19 条第 1 項の規定に基づき、さいたま市長

から送付された意見は、p.16-2～16-4 のとおりである。 
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第 17 章 15 章及び 16 章の意見についての都市

計画決定権者の見解 
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第17章 第 15 章及び第 16 章の意見についての都市計画決定権者の見解 

17.1 環境保全の見地からの意見を有する者の意見と都市計画決定権者の見解 

第 15 章に示されたとおり、環境の保全の見地からの意見を有する者の意見はなかった。 

 

17.2 市長の意見と都市計画決定権者の見解 

     第 16 章に示された市長の意見と都市計画決定権者の見解は、表 17.2-1 に示すとおりである。 

 

表 17.2-1 市長の意見と都市計画決定権者の見解 

項目 市長の意見 都市計画決定権者の見解 評価書該当ページ 

1 
全 

体 

事 

項 

(1) 環境影響評価図書は一般の閲覧

に供されるため分かりやすい記述

が求められる。しかしながら説明が

不十分である部分が散見されるた

め、評価書の作成にあたっては、専

門的な用語や内容について、一般の

方が理解しやすいように表現方法

を工夫して記載するとともに、十分

な説明を行うこと。 

専門用語や内容について、

表現方法を工夫し、より多く

の方が理解しやすいものと

なるよう配慮します。また、

予測条件の設定等について

も十分な説明を記載します。 

全般事項 

(2)準備書作成時には事業の詳細が

決定していない状況で予測評価を

実施しているが、評価書の作成にあ

たっては、決定した事業内容等を反

映した評価書とすること。 

決定した施設計画を反映

し、施設配置、建物形状及び

焼却方式の違いに伴い予測

結果に一定の変化があると

想定される調査項目（騒音、

景観、日照阻害、電波障害、

温室効果ガス）について再予

測を行い、評価します。 

p.10.2-30～31 
p.10.2-33～36 
p.10.2-39～41 
p.10.2-51～52 
p.10.11-8～18 
p.10.13-7～9 
p.10.13-11～16 
p.10.14-5～8 
p.10.16-2～3 

2 
大 

気 

質 

(1) 大気質と他の項目で異なる最大

交通量を用いて予測評価を行って

いる。双方同じ最大交通量という名

称であることから、異なる値を用い

る理由が分かりにくいため、一般の

方が分かりやすい説明を評価書に

記載すること。 

注釈をつけるなど、より多

くの方が理解しやすいもの

となるよう説明を記載しま

す。 

p.10.1-73 
p.10.2-25 

(2) 現況の施設から新たな施設とな

った場合について、準備書 2-9 ペー

ジに諸元等が記載されているが、環

境影響の変化について十分な説明

を評価書に記載すること。 

現況の施設から新施設に

なることにより、環境への影

響が小さくなることを記載

します。 

p.2-9 
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(3)二酸化窒素だけでなく、一酸化窒

素についても測定値を評価書に記

載すること。 

資料編に一酸化窒素の測

定値を記載します。 
資料編-2～41 

(4) ダイオキシン類に係る調査の記

述（土壌含む）について、表現が分

かりにくい部分があるため、評価書

では適切な表現にすること 

ダイオキシン類に係る調

査の対象試料や調査方法が

わかりやすくなるようにし

ます。 

p.10.1-68 
 

(5) 事業地周辺の地形としては、西

側に台地斜面が南北に細くあるが、

準備書 p.10.1-13 では「大気の移流

や拡散に影響を及ぼす起伏がほと

んど見られない」との記載がある。

評価書ではこの影響がないとして

いる根拠を明確に記述すること。 

引用した根拠（「発電所に

係る環境影響評価の手引き

（資源エネルギー庁編）」）を

示し、説明を記載します。 

p.10.1-13 

3 
騒 
音 

(1) 現況の施設の稼働時の騒音につ

いて、規制値を超えているという結

果が示されている。測定状況から規

制値と単に比較が出来るものでは

ないが、誤解を引き起こす可能性が

高いことから、評価書ではわかりや

すい表現で記述し丁寧な説明を行

うこと。 

現地調査結果の解説にお

いて、施設稼働音以外の道路

騒音、鳥の声等も含まれてお

り、規制基準と単純に比較で

きない旨の説明を記載しま

す。 
サーマルエネルギーセン

ターの稼働に伴う騒音につ

いては、朝・昼間・夕及び夜

間ともに、評価指標値を上回

ったが、暗騒音レベル（現況

の騒音レベル調査結果）と比

較すると、施設の稼働による

騒音の増加は全て 1dB(A)未
満であり、施設の稼働による

影響はほとんどないと考え

ます。 

p.10.2-3 
 

(2) 事業実施区域及び周辺地域につ

いて、類型指定状況等を図示したも

の、または説明されたものを評価書

に記載すること。 

広域の都市計画図を示し、

当該場所の類型指定状況及

び適用される基準値等の説

明を記載します。 

p.3-7 
p.3-33 
 

4 
植 
物 

(1)キンランは移植が困難な植物種

であるため、環境保全措置につい

て、生息地を維持する等のさらなる

検討をすること。 

キンランの移植方法を記

載します。 
p.10.9-24 

(2) 高木の植栽は、緑視率や景観に

影響を与えることから、既存樹の保

存や構成する高木について慎重に

検討すること。 

「さいたま市公共施設緑

化マニュアル」及び「さいた

ま市緑化指導基準マニュア

ル」を遵守し、25%以上の緑

化率を実現します。また、高

木の生垣や芝生広場など、田

園風景に調和する緑地を整

備します。 
 

－ 
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5 
生 
態 
系 

(1) 種の保全にとどまらず、生息に

適した環境を整備するなど生物を

呼び込むような環境保全措置を検

討すること。 
 

「さいたま市公共施設緑

化マニュアル」及び「さいた

ま市緑化指導基準マニュア

ル」を遵守し、25%以上の緑

化率を実現します。また、高

木の生垣や芝生広場など、周

辺の動物の生息状況を考慮

した緑地を整備します。 

－ 

(2) 高木を含む植栽地が鳥類ほかの

生き物にとってどのような生息場

となっているか考慮し、植栽地の工

事による影響について検討するこ

と。 

10.8 動物、10.9 植物に

て、事業実施区域及びその周

辺の動植物の生息状況を調

査し対応しました。 

p.10.8-1～p10.8-27 
p.10.9-1～p10.9-21 

6 
景 
観 

(1)本施設の煙突などが見沼田んぼ

の特徴的な景観へ与える影響につ

いて検討すること。 

施設の存在による影響は、

既存施設と同程度であり、現

況の眺望が大きく変化する

ことはないと評価していま

す。 

－ 

(2)建屋の色彩については、見沼田ん

ぼエリアから視認されることを考

慮し、明度を高めにするとともに高

い位置でのアクセントカラーの抑

制を検討すること。 

建屋の色彩は、アースカラ

ーを基本とし、彩度を抑えた

ものにします。 

－ 

7 
地 
域 
交 
通 

(1)通学路や人の集まる施設がある

ことを踏まえ、評価書では具体的な

交通安全に関する記述を加えるこ

と。 

通学路や人の集まる施設

があることを踏まえ、交通安

全に関する説明を記載しま

す。 

p.10.18-17 
p.10.18-21 

(2) 焼却施設の処理能力が現況の施

設の 1. 4 倍になることから、新た

な施設に出入りする塵芥収集車等

の関係車両は増加すると考えられ

る。そのため、供用後の関係車両の

予測交通量については、現況と比較

したデータを評価書に記載すると

ともに一般の方がより分かりやす

い説明とすること。  

現況交通量と将来交通量

を示した表 10.18-16 を記載

します。 

p.10.18-18 
 

8 
温 
室 
効 
果 
ガ 
ス 
 

(1) 熱回収や発電により排出量を削

減することが示されているが、評価

書では具体的な熱利用方法につい

ての記載を検討すること。 

具体的な熱利用方法につ

いて、説明を記載します。 
p.10.16-2 

 




